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まえがき 

 

少子高齢化が進むなか，生産年齢人口（15～64 歳）は 1995 年から減

り続け，2000 年から 2015 年の 15 年間には 1,030 万人が減少してい

る。「国立社会保障・人口問題研究所」の将来推計（出生中位・死亡中

位推計）によると，2023 年の日本の総人口は 1 億 1,662 万人であり，

2060 年には 8,674 万人（2010 年人口の 32.3%減）にまで減少すること

が見込まれている。生産年齢人口（15〜64 歳）についても 2030 年には

6,773 万人，2060 年には 4,418 万人（同 45.9%減）に減少することが

見込まれている。総務省の推計によると，この先 5 年間ごとに 200～

300 万の生産年齢人口が減少するとされており，人材不足は業種・企業

規模に関係なく起こり得る。これに関連して，日本商工会議所（2018）

の調査によると，中小企業の 60.6%が人手不足の状況にあり，2015 年

から 2018 年において，割合は 5%ずつ上昇となった。 

次に，採用状況の届出が義務化された 2007 年以降の外国人労働者に

ついてみると，2019 年 10 月における外国人労働者数は 146 万 461 人

であり，前年同期比で 18 万 1793 人（14.2％）増加している。外国人

を雇用する事業所数及び外国人労働者数は，過去最高を更新している。

対前年増加率は，事業所数で 4.8%と前年の 6.7%から 1.9 ポイント減少

しているが，外国人労働者数は 5.5%と前年 0.2%から 5.3 ポイント増加

している。その増加要因は，①日本政府が推進している高度外国人材

や留学生の受入れが進んでいること，②雇用情勢の改善が着実に進み，

「永住者」や「日本人の配偶者」等の在留資格身分に基づく人々の就

労が進んでいること，③技能実習制度の活用により技能実習生の受入

れが進んでいること等が背景にある（2019 年度「外国人雇用状況」の

届出状況「概要版」）。 

2022 年度「外国人雇用状況」の届出状況まとめでは，外国人を雇用

する事業所及び外国人労働者の状況（図１）として，外国人を雇用す

る事業所数は 29 万 8,790 所，外国人労働者数は 182 万 2,725 人であ

り，2021 年 10 月末現在の 28 万 5,080 所，172 万 7,221 人に比べ，1 万

3,710 所，9 万 5,504 人増加している。在留資格別にみると，「専門的・

技術的分野の在留資格」が 47 万 9,949 人で，前年から 8 万 5,440 人

（21.7％）増加している。また，「特定活動」が 7 万 3,363 人で，前年

比 7,435 人（11.3％）増加し，「身分に基づく在留資格」が 59 万 5,207

人で，前年から 1 万 4,879 人（2.6%）増加した。また，「技能実習」は



2 

 

34 万 3,254 人で，前年から 8,534 人（2.4％）減少した（図２）。「資格

外活動」のうち「留学」は 25 万 8,636 人で，前年から 8,958 人（3.3％）

減少した。産業別外国人労働者数をみると，「製造業」が最も多く，全

体の 26.6%を占める。対前年増加率をみると，「医療，福祉」が 28.6%

となっている（図３）。次に，在留資格別に従事する産業をみると，「専

門的・技術的分野の在留資格」では「製造業」 22.4%，「卸売業，小売

業」13.7%，「情報通信業」及び「サービス業(他に分類されないもの)」

がともに 11.8%となっている。また，「技能実習」では，「製造業」が

48.9%となっている。「身分に基づく在留資格」では，「製造業」が 27.6%，

「サービス業(他に分類されないもの)」が 24.7%となっている（表１）。

このように，「技能実習」での「製造業」において，外国人労働者の採

用人数と外国人を雇用する事業所数が増加したことを指摘できる。 

 

 

図１ 在留資格別外国人労働者数の推移  

出所：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（ 2022）から抜粋  
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図 2 主な在留資格の外国人労働者数対前年増加率の推移  

出所：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（ 2022）から抜粋  

 

 

図 3 産業別外国人労働者数の推移  

出所：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（ 2022 年）から抜粋  
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表１ 在留資格別・産業別外国人労働者数  

 

出所：「外国人雇用状況」の届出状況表一覧（ 2022）から抜粋  

 

次に，外国人留学生進路状況調査結果（ 2020，2021）から学位別の

就職者数をみると，2020 年の修士の就職人数は 3,021 人であり，前年

より 1,064 人減少した。2021 年の博士の就職人数は 1,195 人であり，

前年より 203 人増加した。また，出入国在留管理庁の「高度外国人材

の受入れ状況等について」には，高度人材ポイント制の認定件数の推

移が公表されている。2012 年当初の高度人材の受け入れは年間 313 件

であったが，2022 年には 3 万 8,014 件にまで増加している。 

一方で，厚生労働省は介護職員が 2040 年度に約 272 万人必要になる

との推計を公表した。2022 年度の職員数は約 215 万人で，約 57 万人

増やす必要がある。2026 年度で，必要数は約 240 万人と試算しており，

人員不足が続く。24〜26 年度の介護サービス利用量の見通しから，都

道府県の介護サービス事業所などで必要な職員数を推計した 40 年度

に必要になる職員数に対して，22 年度時点で大きく不足しているのは，

東京都，神奈川県，埼玉県など首都圏が目立つ。また，医療・福祉分

野の人手は 2040 年時点で 96 万人が不足している。物流や飲食・小売
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りといったサービス業ではすでに外国人労働者は貴重な戦力だが，ア

ジア各国でも賃金は上がり，日本の賃金水準の相対的な高さは失われ

てきている。企業の競争力を高めようと，高度外国人材の獲得に向け

た取り組みも広がっている。九州７県や九州経済産業局などは 2024 年

１月 25 日，「九州高度外国人材活躍地域コンソーシアム」を立ち上げ

た。同年２月，文部科学省は専門学校に通う留学生の就職先を拡大す

る新たな運用が固まった。具体的には，留学生卒業後に日本で働く，

企業の内定を得たうえで就労可能な在留資格に変更する必要があって，

大半は高度人材向けの「技術・人文知識・国際業務（技人国）」を取得

することができる。また，出入国管理庁は技人国の審査にあたり，大

学では幅広い内容を学ぶことから専攻と業務の関連性を柔軟に判断し

てきたことが示された。国際的な人材獲得競争で日本は「選ばれない

国」になりつつある（日本経済新聞  2023，2024）。 

以上のように，近年，少子高齢化による人口減少という状況におい

て，外国人労働者の受入問題は日本にとって重要な検討課題となって

いることがわかる。また，前述のとおり，高度人材の必要性が高まっ

ており，こうした人材の確保が課題となっている。くわえて，外国人

労働者の増加により，多くの企業でグローバル人材の育成と活用が企

業の発展に欠かせない課題の一つとなっている。また，少子高齢化に

よる人口減少という状況において，外国人労働者の受入問題は日本に

とって重要な検討課題となっていることがわかる。そこで，本研究で

は，外国人労働者の雇用ならびに就職状況の現状を踏まえ，日本にお

ける高度外国人材の現状を把握すべく，雇用・就職に関連する政策の

更新が高度外国人材に与える影響を検討する。また，中小企業におけ

るグローバル人材の現状と課題を検討して，中小企業の視点から外国

人労働者の獲得・育成と活用策について明らかにする。  

そのため，第Ⅰ章では日本における外国人労働者受入れに関する政

策について，主に，高度外国人材を事例として，その現状と課題につ

いて明らかにした。第Ⅱ章では中小企業のグローバル化展開に向けて，

先進諸外国の受入れ政策としてフランスとドイツの事例について分析

した。第Ⅲ章ではグローバル人材の育成・活用に関する現状を検証し，

その問題点を明らかにする。第Ⅳ章では，中小企業におけるグローバ

ル人材の獲得についてのアンケート調査を実施し，その結果について

分析を行った。ここでは，外国人労働者（グローバル人材）に対して

企業の選択と選択要因を明らかにし，企業の人材獲得手段について改
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善策を提案する。第Ⅴ章では，外国人材獲得後の中小企業において，

外国人労働者に対してどのような人材マネジメント手法が企業の人材

育成に有効なのかについて検証する。最後に第Ⅵ章では，中小企業に

おけるグローバル人材の活用に向けて，有効な日本の外国人労働者の

政策を検討するとともに，外国人労働者の獲得，育成と活用策につい

て提案する。 
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第Ⅰ章 日本における外国人労働者受入れに関する政策 

 

 

第 1 節 はじめに 

世界では，政治・経済をはじめ様々な分野でグローバル化が加速度

的に進展している。そのようななか，日本は「新成長戦略」(2010)を

策定し，少子高齢化に伴う労働人口の減少という制約を跳ね返すため

に，政策を総動員して，若者，女性，高齢者など潜在的な能力を有す

る人々の労働市場への参加促進を目指している。同時に，企業におい

てはさらなる生産性の向上が必要であり，優秀な高度外国人材の活用

が課題となっている。他方，経済のグローバル化が進展する中で，世

界は高度人材獲得競争の真最中にあり，日本企業も諸外国の高度人材

から選ばれることが必要となっている。そのためには，優秀な人材が

日本に行きたい，日本で働きたいと思える魅力ある環境を整備してい

く必要がある。実際に，政府の「高度人材受入推進会議」（2009）の報

告書では，高度外国人材の受入促進を国家戦略として位置づけ，各省

庁が協力してアクション・プランを取りまとめて実行すべきとしてい

る。厚生労働省においても，従来からハローワーク等を通じて高度外

国人材の活用促進を図る取組みがなされてきた。 

また，政府は 2009 年より「高度外国人材の卵」である留学生に着目

し，従来の留学生 10 万人計画を発展させ，2020 年を目途に留学生受

け入れ 30 万人を目指す「留学生 30 万人計画」を策定した。これは，

日本への留学についての関心を呼び起こす動機付けや，入試・入学か

ら，就職など卒業・修了後の進路に至るまで，体系的に方策を実施し，

関係省庁・機関等が総合的・有機的に連携して計画を推進するもので

ある。しかし，現実には，高度外国人材を受け入れる企業は少なく，

受け入れている企業でも外国人ならではの発想力や高度な専門性が有

効に発揮しきれていないなど，高度外国人材を活用する仕組みが十分

に整備されているとはいえない。  

企業における高度外国人材の活用が進まない要因として，「企業にお

ける高度外国人材活用促進事業報告書」（2009）の調査によると，企業

が採用する際に高度外国人材の能力の判定が難しいこと，長期雇用を

前提とした人材システムやキャリアパスが高度外国人材のニーズに合

わないことが課題となっていることが判明した。また，その原因とし

ては，企業側が高度外国人材に期待する役割を明確にしていないこと，
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社内でのコミュニケーションを円滑にする環境整備がなされていない

こと，高度外国人材に適合したキャリアプランかが提示されていない

ことなどが挙げられた。これらの調査結果を受け，2010 年度は，日本

企業で働く，高度外国人材の仕事や組織に対する考え方に着目し，有

識者による検討会，企業・高度外国人材本人へのアンケート調査，ヒ

アリング調査等が実施された。これらを通じて，政府は企業における

具体的な環境整備について検討し，高度外国人材の採用や配属・育成

などの各段階における，企業が抱える悩みや高度外国人材本人の就労

に関するニーズに着目した。そのうえで，対応が進んでいる企業の事

例等をもとに，企業が配慮すべき点をまとめ，2009 年度の調査で得ら

れた知見も加えて企業向けの実践マニュアルを作成している（表 1–1）。 

上記を踏まえ，本章では，日本における外国人労働者受入れに関す

る政策について，主に高度外国人材を事例として，その現状と課題に

ついて明らかにする。 
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表 1−1 実践マニュアルの構成と内容 

 
出所：「企業における高度外国人材活用促進事業  報告書」（ 2009）から抜粋  
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第 2 節 日本の受入れ政策の変遷 1 

入国管理体制の歴史的区分について，近藤(2002)は，外国人の流入

という観点から，以下の６つに分けている。①鎖国における流入禁止 

(1639-1853 年)，②開国，大量の海外移住，植民地との間の流入と流出

(1853-1945 年)，③占領期における出入国の厳しい制限  (1945-1951

年)，④高度経済成長期にかかわらず，厳しい入国規制(1951-1981年)，

⑤厳しい入国規制，難民への門戸開放，外国人の権利向上(1981-1990

年)，⑥比較的厳しい入国規制，日系人(フロント・ドア)，研修生 (サ

イド・ドア)，非正規滞在者の単純労働への就労(バック・ドア) (1990

年以降)。外国人政策の観点からは，排除・差別・同化政策 (1951-1979 

年)，平等・国際化政策(1979-1989 年)，定住・共生政策(1990-2005 年)，

多文化共生政策(2006 年以降) に区分している（表 1–2）。 

 

表 1–2 外国人の流入に関する時期区分  

1639 年〜1853 年  鎖国における流入禁止  

1853 年〜1945 年  開国，大量の海外移住，植民地との流入と流出  

1945 年〜1951 年  占領期における出入国の厳しい制限  

1951 年〜1981 年  高度経済成長期にかかわらず，厳しい入国規制  

1981 年〜1990 年  厳しい入国規制，難民への門戸開放，外国人の権利向

上 

1990 年以降  比較的厳しい入国規制，日系人（フロント・ドア

ー），研修生（サイド・ドアー），非正規滞在者（バッ

ク・ドアー）の「単純労働」への就労  

 

外国人政策の時期区分  

1945 年〜 1979 年  排除・差別・同化政策  

1980 年〜 1989 年  平等・「国際化」政策  

1990 年〜 2005 年  定住・「共生」政策  

2006 年  以降  多文化共生政策  

 

出所：近藤  (2002) 「多文化共生政策の展開と人権保障」  

 

 
1  本節の入国管理体制の歴史的区分はおもに，福嶋美佐子「日本企業における外国人高度人材の採

用・配置・育成」（ 2019）を参考に分析を進めた。  
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また，山脇(1994，2002)では，①居留地体制期(1859～1899 年)，②

1899 年体制期(1899～1939 年)，③戦時体制期(1939～1945 年)，④主

として旧植民地出身者を対象とする政策（1950 年〜1970 年代），⑤ニ

ューカマーの増加と新たな外国人政策の模索（1980 年〜1990 年）に分

けている。 

さらに，福嶋（2019）は，入国管理体制の歴史的区分について，①明

治時代から第二次世界大戦まで（1899 年体制），②第二次世界大戦後か

ら 1990 年まで（1952 年体制），③1990 年以降（1990 年体制）の３つに

分けた。本章は，福嶋（2019）による区分に依拠している。なぜなら，

本章の研究内容は諸外国における高度人材の受入政策と日本の比較・

分析であり，明治時代以前の高度人材政策は立ち入らないからである。 

 

（1）明治時代から第二次世界大戦まで（ 1899 年体制） 

旅券法の原型となる外務省布達第 1 号『海外旅券規則』 (外務

省,1878) を発布したのは，1878 (明治 11)年である（明石,2010)。国

籍という個人の所属先を証明する旅券と，在外領事によって発給され

る査証は，時期的例外や相互免除措置などを除けば，自国民の出国あ

るいは外国人の入国を合法的に認める上での最低限の条件となってい

る。また，日本における外国人の入国および在留管理のひとつの起源

は，1899(明治 32)年に外国人の居留地における隔離を廃し「雑居」を

認めたことだろう。  

第一次世界大戦の勃発は，外国人の越境に対する取り締まりが世界

的に強化されるきっかけとなったが，日本政府も，1918(大正 7)年に内

務省令第 1 号「外国人入国ニ関スル件」(内務省 1918)を定めるきっか

けにつながった。一般的入管法としては本令が日本史上最初である。

受入国への潜在的な利害を入国許可基準としている点は現在と変わら

ないが，管理権限の大部分を官選の地方長官や警察官吏に委ねていた

点は，戦後の仕組みと異なっている(明石,2014)。  

第二次世界大戦時に運用されていたのは，1939(昭和 14)年制定の内

務省令第 6 号『外国人ノ入国，滞在及退去に関スル件』(内務省, 1939)

であり，防諜的な目的からも，居住情報を警察組織に登録させること

を外国人に義務づけていた(明石,2014)。  

 

（2）第二次世界大戦後から 1990 年まで（1952 年体制） 

敗戦から 1952(昭和 27)年の連合国諸国との平和条約発効までの期
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間，占領下の日本の入国管理は，在日連合軍総司令部(GHQ)の指揮，監

督下にあった。この時期の GHQ による外国人の入国管理は，戦勝国で

ある連合国人，交戦関係にあった枢軸国人，どちらでもない中立国人，

それから日本から割譲されることになる地域の出身者である朝鮮人や

台湾人を区別し，連合国人に対しては排他的な治外法権を有する一方，

枢軸国人，中立国人，朝鮮人や台湾人は，原則的に連合国最高司令官

から入国のための許可を受ける必要があった。占領期において連合国

軍が意図したのは，入国管理業務の一元化である。この入国管理業務

の一元化は，共産勢力に対する防御壁の構築や，1947(昭和 22)年の外

国人登録令によって日本国籍を喪失した在日朝鮮人を対象とする管理，

さらには朝鮮半島から日本への入国規制の厳格化といった意味を持つ

(明石, 2010)。 

1985(昭和 60)年，外国人労働者の受け入れについて，当初，政府に

統一見解があったわけではない。建設省 (当時)は深刻な人手不足に直

面する建設業界の要求に応えて，外務省も各国政府からの要請に応え

て，積極的な姿勢を示していた。他方，労働省(当時)は，日本人の雇

用確保が優先されなければならないとし，法務省も入管行政の観点か

ら単純労働力の導入には慎重な姿勢を取っていた。 1989(平成元)年に

制定され翌年に施行された改正入国管理法によって，政府の見解は，

「わが国の経済社会の活性化や国際化を図る観点から，専門的・技術

的分野の労働者は可能な限り受け入れる」こととし，「いわゆる単純労

働者の受け入れについて，雇用機会の不足している高齢者等への圧迫，

労働市場における新たな二重構造の発生，景気変動に伴う外国人労働

者の失業問題，新たな社会的費用の負担など，経済社会に広範な影響

が懸念されることから ，十分慎重に対処する」とまとまった (下

平,1999)。 

 

（3）1990 年以降（ 1990 年体制） 

1989(平成元)年に制定され翌年に施行された改正入国管理法は，「オ

ールドカマー」と呼ばれる日本に暮らす外国人から，1980 年代後半以

降に急増した南米等からの「ニューカマー」へ，対象者が変わる転機

となった。これは，地方からの出稼ぎ労働者に代わって単純労働を担

い始めた「ニューカマー」だけでなく，知識労働者を対象とした外国

人の受け入れ態勢についても影響を与え始めることとなった。倉田  

(2003)によれば，当初，知識労働者について「外国人性」に主眼が置
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かれていた。1998 年に労働省(当時)に設置された「外国人労働者問題

に関する調査検討のための懇談会」では，「外国語の使用が中心となる

職業，外国に固有の文化に根差す技術・技能を活用した職業，外国の

法律，諸制度，観光などに関する専門的知識を活用した職業など，い

わば外国人ならでは能力を活かした職業」の受け入れを推進するとし

ていた。しかし，2000 年代に入ると Information Technology(IT)人材

が求められ始め，その後は，IT だけでなく，広く高度人材獲得の模索

が始まった。このことにより，知識労働者についても，徐々に外国人

に対する需要が高まっていた。  

 

第 3 節 グローバル人材とは  

（1）グローバル人材の定義  

産学連携によるグローバル人材育成推進会議（ 2011）「産学官による

グローバル人材の育成のための戦略」によると，グローバル人材とは，

「世界的な競争と共生が進む現代社会において，日本人としてのアイ

デンティティを持ちながら，広い視野に立って培われる教養と専門性，

異なる言語，文化，価値を乗り越えて関係を構築するためのコミュニ

ケーション能力と協調性，新しい価値を創造する能力，次世代までも

視野に入れた社会貢献の意識などを持った人間」と定義されている。 

また，グローバル人材育成推進会議（2012）「グローバル人材育成戦

略」では，「グローバル人材」の概念を整理しており，概ね，以下のよ

うな要素が含まれるものと考えられる。要素①は語学力・コミュニケ

ーション能力である。要素②は主体性・積極性，チャレンジ精神，協

調性・柔軟性，責任感・使命感である。要素③は異文化に対する理解

と日本人としてのアイデンティティである。 

くわえて，総務省（2017）では「グローバル人材」を次のように定義

している。グローバル人材とは「日本人としてのアイデンティティや

日本の文化に対する深い理解を前提として，豊かな語学力・コミュニ

ケーション能力，主体性・積極性，異文化理解の精神等を身に付けて

様々な分野で活躍できる人材」とある (表 1-3)。とはいえ，具体的に，

事業形態や企業規模によってもグローバル人材の要件は異なり，企業

が求める人物像も多様である（図 1-1）。 
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表 1-3 グローバル人材の 5 つの要素 

（ 1）語学力  

母国語が英語でない国同士においても，英語による商談が主流となっている。英語はグロ

ーバルビジネスにおいて必須のコミュニケーションツールと言える。英語での商談ができる

だけではなく，英文ビジネスレターや契約書についての知識も求められる。  

（ 2）コミュニケーション能力  

日本人同士であれば婉曲な言い回しでも分かり合えるバックグラウンドがあるが，異文化

を持つ相手にそうはいかない。外国人とコミュニケーションをとる際に，自分の言いたいこ

とを細部にいたるまで正確に表現する必要がある。  

（ 3）主体性，積極性，チャレンジ精神  

未知の世界や居心地の悪い環境に身を置かれても，「面白そうだ」「やってみよう」と前向

きな気持ちでチャレンジする姿勢が求められる。また，最後までやり抜くタフネスさも必要

である。  

（ 4）自分で考え行動し，課題を解決しようとする力  

異文化におけるビジネスでは，不測の事態に遭遇することも珍しくない。そのような厳し

い環境下においても冷静対応できるように，綿密な情報収集をして事前にリスクに備えると

ともに，普段から多角的な視点を持って行動する必要がある。  

（ 5）異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティ  

異文化への理解とは，単に相手の文化を認識するだけでは足りない。いわゆる「ダイバー

シティ」のことで，相手の文化に配慮したり適切な振る舞いをしたりする姿勢が求められ

る。また，異文化理解と同じくらい重要なのが，日本人としてのアイデンティティを持つこ

とである。激しさを増すグローバル競争の中，他国には真似できない日本人ならでは視点で

製品やサービスを差別化することが，グローバルビジネス成功への鍵となる。  

出所：総務省「グローバル人材育成の推進に関する政策評価（ 2017）」をもとに筆者作成  

 

松下（2015）が指摘するように，グローバル人材の定義はさまざま

である。松下（2015）は，グローバル人材とは「優れた能力を持つ個人

は世界中どこでも働くことが可能であり，国境や国籍に縛られること

なく自由に移動する人材をグローバルエリートや高度人材」と定義し

ている。 

 

 

 

 



15 

 

（2）高度外国人材の定義  

また，2009 年高度人材受入推進会議が作成した「外国高度人材受入

政策の本格的展開を（報告書）」の中で我が国が積極的に受け入れるべ

き高度人材とは，「国内の資本・労働とは補完関係にあり，代替するこ

とが出来ない良質な人材」であり，「我が国の産業にイノベーションを

もたらすとともに，日本人との切磋琢磨を通じて専門的・技術的な労

働市場の発展を促し，我が国労働市場の効率性を高めることが期待さ

れる人材」と定義されている（図１-1）。  

   

1. 基本認識と国家戦略としての位置付け   

(2)高度人材受入れの意義   

(高度人材受入れの意義は大きい )  

・ここで改めて，何のために外国高度人材の受入れが必要なのかについて，

目的意識を共有する必要がある。すなわち，外国人材の受入れは，単なる現

状及び将来的な労働力不足という観点から捉えるのではなく，日本の製品や

サービスの付加価値を高め，経済成長や雇用創出に必要不可欠な人材を受け

入れるという社会全体の意識変革が必要である。   

・今後，日本がグローバル競争に勝ち残り，新たな需要を開拓していくため

には，日本企業や大学等研究機関がイノベーションを通じ，より高付加価値

の製品・サービスを作り出していくことが必要である。そのためには，多様

な価値観，経験，ノウハウ，技術を持った外国高度人材を積極的に受け入れ

ることにより，新  たなイノベーションを生み出して行くことが重要である。  

日本人とは異なるバックグラウンドやセンス・発想力を持つ優れた外国高度

人材の能力と日本人の能力を上手く組み合わせ，両者が切磋琢磨することで，

日本人の潜在力を開花させ，チームとしての付加価値創造力を高めることに

つながらなければならない。   

・以上のような観点を経済学的に整理すると，我が国が積極的に受け入れる

べき高度人材とは，「国内の資本・労働とは補完関係にあり，代替することが

出来ない良質な人材」であり，「我が国の産業にイノベーションをもたらすと

ともに，日本人との切磋琢磨を通じて専門的・技術的な労働市場の発展を促

し，我が国労働市場の効率性を高めることが期待される人材」と定義付ける

ことができる。   

 

図 1-1 高度外国人材の定義  

出所：「 2009 年外国高度人材受入政策の本格的展開を（報告書）」から抜粋  
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以上の既存研究におけるグローバル人材の定義を踏まえ，本論文で

は，グローバル人材を「日本の大学や大学院を卒業 /修了した，高学歴

の外国人留学生」と定義した。いわゆる，高度外国人材（高度人材）

と同義と捉えている。 

 

第 4 節 高度外国人材の現状  

経済産業省の通商白書（2016 年）によると，日本の技術者の受入れ

状況は極めて低調である。商用の短期滞在者について，日本と米国及

び中国を比較すると，日本の滞在者数は極めて低い水準で低迷してい

る。米国の滞在者数は日本のおよそ 6 倍，中国も最近低下傾向にある

ものの，日本の 5 倍近い水準である。また，大学在学者以上の海外高

度人材の移住者数が OECD 加盟国の移住者数全体に占める割合を見て

も日本はわずか 1.5%と極めて低く，米国の 41%に遠く及ばない。高度

人材の多くが米国に集中していることが見てとれる。このように，短

期滞在でも移住でも海外高度人材の受入れが低調な背景には，高度人

材に対しても日本語能力や日本的雇用慣行への適合を求めていること

などの問題が指摘されている。また，海外高度人材の受入れの増加と

定着を積極的に進めていくことが必要である。持続的成長を図るため

にも，高度人材・留学生の獲得や人材の国際移動促進に加え，海外需

要の十分な取りこみによる生産性向上が必要と示される。 

独立行政法人日本学生支援機構(JASSO)の 2022 年度外国人留学生在

籍状況調査結果によれば，2022 年 5 月１日現在の外国人留学生数は

231,146 人である。前年より 11,298 人(4.7%)減少した（表 1-4）。一方

で，留学生数は減少したものの，大学院生は増加している。ここから，

大学院生をどのように獲得するかについても重要な課題と考えられる。 

また，外国人留学生進路状況調査結果をみると，2019 年は大学と修士

の就職人数は近年の過去最高となった。 2020 年の修士の就職人数は

3,021 人であり，前年より 1,064 人減少した（図 1-2）。2021 年は博士

の就職人数は 1,195 人であり，前年より 203 人増加した。 

前述のとおり，高度人材の必要性が高まっていることを考えれば，

大学院生のような人材の確保が課題となる。本章では日本における高

度外国人材の現状を把握すべく，高度人材に対する政策の更新が高度

外国人材に与える影響を検討する。 
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表 1-4 大学院・大学(学部)・短期大学・高等専門学校・専修学校

(専門課程)・準備教育課程・日本語教育機関における留学生数の推移  

 
出所：「独立行政法人日本学生支援機構 (JASSO)の 2022 年度外国人留学生在籍状況調査結

果」から抜粋  

 

 
注：この調査は，毎年 4 月 1 日から来年３月３１日までに卒業（修了）した外国人留学生の進路状

況について，調査したものである。  

図 1-2 在学段階別進路状況調査について就職人数  

出所：外国人留学生進路状況調査結果（ 2017〜 2022）より筆者作成  
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次に，出入国在留管理庁の「高度外国人材の受入れ状況等について」

では，高度人材ポイント制の認定件数の推移が示されている。2012 年

当初の高度人材の受け入れは年間 313 件であったが， 2022 年には

38,014 件に増加した（図 1-3）。  

また，「国籍・地域別高度外国人材の在留数推移」によると，2021 年

の在留人数は 15,735 人である。前年より 819 人(4.9%)が減少してい

る。ただ，韓国の在留数の比率は前年より 0.５％が増加した。インド

の増加率は 0.4％である（図 1-4）。 

 

図 1-3 高度人材ポイント制の認定件数の推移  

出所：出入国在留管理庁から抜粋  

 

 

図 1-4 国籍・地域別高度外国人材の在留数推移  

出所：出入国在留管理庁から抜粋  
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第 5 節 高度外国人材をめぐる制度  

（1）高度外国人材の制度（高度人材ポイント制）  

法務省出入国管理局は，2012 年 5 月に高度外国人材（現行の外国人

受入れの範囲にある者で，高度な資質・能力を有する認められるもの）

の受入れを促進するため，高度外国人材に対しポイント制を活用した

出入国在留管理上の優遇措置を講ずる制度を導入した。ここでは，高

度外国人材の活動内容を，「高度学術研究活動」，「高度専門・技術活動」，

「高度経営・管理活動」の 3 つに分類し（表 1-5），それぞれの特性に

応じて，「学歴」，「職歴」，「年収」などの項目ごとにポイントを設け，

ポイントの合計が一定点数（70 点）に達した場合に，出入国在留管理

上の優遇措置を与えることにより，高度外国人材の受入れ促進を図る

ことを目的としている（表 1-6）。また，高度外国人材の認定を受けよ

うとする外国人は，その行う就労活動が上記の「高度学術研究活動」，

「高度専門・技術活動」及び「高度経営・管理活動」のいずれの活動

類型に該当するかを考慮の上，ポイントの自己計算を行い，関係書類

を添えて申請を行う。  

 

表 1-5 高度外国人材の活動内容  

高度学術研究活動「高度専門職 1 号 (イ )」  

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う研究，研究の指導又

は教育をする活動。  

高度専門・技術活動「高度専門職 1 号 (ロ )」  

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う自然科学又は人文科

学の分野に属する知識又は技術を要する業務に従事する活動。  

高度経営・管理活動「高度専門職 1 号 (ハ )」  

本邦の公私の機関において事業の経営を行い又は管理に従事す

る活動。  

出所：出入国在留管理庁より筆者作成  
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表 1-6 高度人材ポイント制におけるポイントの概要 

 

出所：出入国在留管理庁から抜粋  

 

次に，高度人材の出入国在留管理上の優遇措置の内容について明ら

かにする。法令上の位置付けについて，ポイント制における評価項目

と配点は法務省令で規定している。就労の在留資格に関する要件（在

留資格該当性・上陸許可基準適合性）を満たす者の中から高度外国人

材を認定する仕組みとして，在留資格「高度専門職」が付与される。

「高度専門職」の在留資格は，「高度専門職 1 号」と「高度専門職 2 号」

に分けられる。高度専門職１号の優遇措置の内容としては次の 7 点が

ある。①在留期間が 5 年付与される。②複合的な在留活動が許容され

る。③配偶者が就労できる。④一定の条件の下での親の帯同すること

ができる。⑤在留歴に係る永住許可要件が緩和される。⑥一定の条件

の下での家事使用人が帯同することができる。⑦入国・在留手続を優

先的処理されることができる。次に「高度専門職 2 号」の優遇措置に
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ついては，①在留期間が無期限となる，②就労資格のほぼ全ての活動

を許容して，「高度専門職１号」の③から⑥までの優遇措置が受けられ

る。「高度専門職 2 号」は，「特定活動(高度人材)」又は「高度専門職

1 号」で 3 年以上活動を行った者が申請でき，無期限の在留期間が認

められる等の特別の優遇措置が認められるものとなっている（表 1-7）。 

 

表 1-7 高度人材の出入国在留管理上の優遇措置  

「高度専門職 1 号」の場合  「高度専門職 2 号」の場合  

①  在留期間「５年」の付与  ①  在留期間が無期限となる  

②  複合的な在留活動の許容  ②  就労資格のほぼ全ての活動を許容  

③  配偶者の就労  ③  配偶者の就労  

④  一定の条件の下での親の帯同  ④  一定の条件の下での親の帯同  

⑤  在留歴に係る永住許可要件の緩和  ⑤  在留歴に係る永住許可要件の緩和  

⑥  一定の条件の下での家事使用人の帯同  ⑥  一定の条件の下での家事使用人の帯同  

⑦  入国・在留手続の優先処理  ③から⑥までの優遇措置が受けられる  

※「高度専門職 2 号」は「高度専門職 1 号」で 3 年以上活動を行っていた方が対象になる。  

出所：出入国在留管理庁より筆者作成  

 

 

（2）特別高度人材の制度（J−Skip） 

2023年４月から法務省出入国管理局は，特別高度人材制度（J-Skip）

を導入した。この制度は高度外国人材の中でもトップレベルの能力が

ある者の受入れを促進することを目的としている。これまでの高度人

材ポイント制とは別に，学歴又は職歴と，年収が一定の水準以上であ

れば「高度専門職（1 号）（2 号）」の在留資格を付与し，“特別高度人

材”として現行よりも拡充した優遇措置を認めることとなった（図 1-

5）。また，在留資格「高度専門職（１号）（2 号）」の対象には，外国人

本人が日本で行う活動に応じて，以下の 3 つの類型がある。 

 

a. 高度学術研究活動:本邦の公私の機関との契約に基づいて行う研究，

研究の指導又は教育をする活動（例:大学の教授や研究者等）。 

b. 高度専門・技術活動 :本邦の公私の機関との契約に基づいて行う自

然科学又は人文科学の分野に属する知識又は技術を要する業務に

従事する活動（例:企業で新製品の開発等を行う者，国際弁護士等）。 
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c. 高度経営・管理活動:本邦の公私の機関において事業の経営を行い

又は管理に従事する活動（例:グローバルな事業展開を行う企業等

の経営者等）。 

 

また，特別高度人材の要件として，上記の a，b の活動類型の対象者

は，以下のいずれかを満たすことが必要となる。①修士号以上取得か

つ年収 2000 万円以上，②従事しようとする業務等に係る実務経験 10

年以上かつ年収 2000 万円以上の c の活動類型，③事業の経営又は管理

に係る実務経験 5 年以上かつ，年収 4000 万円以上である。 

 

 

図 1-5 特別高度人材の概要  

出所：出入国在留管理庁から抜粋  

 

 

 

 

高度外国人材の受入れに係る 「 新たな制度」 の創設について

特別高度人材（ Ｊ ーＳ kip） の概要

１ 在留資格

② 高度専門・ 技術活動
（ 企業で働く 技術者等）

① 高度学術研究活動
（ 大学教授や研究者等）

1

③ 高度経営・ 管理活動
（ 企業の経営者等）

・ 職歴５ 年以上であり 、 年収４ ,０ ０ ０ 万円以上の者

ポイント 制によらず学歴又は職歴と年収が下記の水準以上であれば、 「 高度専門職（ １ 号） 」 を付与

入国後

在留資格「 高度専門職」 １ 号 ２ 号 （ ※号の区分で優遇措置に差）１ 年

①世帯年収が３ ， ０ ０ ０ 万円以上の場合、 外国人家事使用人２ 人まで雇用可能（ 家庭事情要件等は課さない（ ※） ）

②配偶者は、 在留資格「 研究」 、 「 教育」 、 「 技術・ 人文知識・ 国際業務」 及び「 興行」 に該当する活動に加え、 在留資

格「 教授」 、 「 芸術」 、 「 宗教」 、 「 報道」 及び「 技能」 に該当する活動についても、 経歴等の要件を満たさなく ても、

週２ ８ 時間を超えて就労を認める

③出入国時に大規模空港等に設置されているプライオリティ ーレーンの使用が可能

※１ ３ 歳未満の子又は病気等により日常の家事に従事できない配偶者を有すること 、 又は外国で継続して１ 年以上雇用していた家事使用人を引き続き雇用
することを課さないもの

２ 追加優遇措置： 高度人材ポイント 制の優遇措置に加え、 以下の拡充した優遇措置を受けられる

・ 修士号以上取得、 年収２ ,０ ０ ０ 万円以上の者
・ 職歴１ ０ 年以上、 年収２ ,０ ０ ０ 万円以上の者
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次に，特別高度人材の出入国在留管理上の優遇措置の内容について

明らかにする。特別高度人材の場合は，高度人材ポイント制による優

遇措置よりもさらに拡充した優遇措置を受けることができる（表 1-8）。 

在留資格「高度専門職 1 号」の優遇措置として，以下の 8 点がある。 

①複合的な在留活動が許容される。②在留期間「5 年」が付与される。

③在留歴に係る永住許可要件が緩和される。④配偶者の就労ができる。

⑤一定の条件の下で親を帯同できる。⑥家事使用人の雇用ができる。

⑦大規模空港等に設置されているプライオリティレーンの使用するこ

とができる。⑧入国・在留手続を優先的に処理することができる。  

次に，在留資格「高度専門職 2 号」は「高度専門職 1 号」（特別高度

人材）で 1 年以上活動を行っていた方が移行できる。「高度専門職 2 号」

の優遇措置と「高度専門職１号」の活動と併せてほぼ全ての就労資格

の活動を行うことができる。また，在留期間が無期限となって，「高度

専門職１号」の③から⑦までの優遇措置が受けられ，永住許可までに

要する在留期間は 1 年となる。 

特別高度人材として認められた場合，特別高度人材証明書が交付さ

れ，在留カード裏面欄外の余白には「特別高度人材」と記載される。 

 

表 1-8 特別高度人材の出入国在留管理上の優遇措置  

「高度専門職１号」の場合  「高度専門職２号」の場合  

①  複合的な在留活動の許容  「高度専門職２号」は「高度専門職１号」

（特別高度人材）で 1 年以上活動を行って

いた方が移行できる。  

②  在留期間「５年」の付与  

③  在留歴に係る永住許可要件の緩和  ①「高度専門職１号」の活動と併せてほぼ

全て の就 労 資格 の活 動 を行 うこ と がで き

る  

④  配偶者の就労  

⑤  一定の条件の下での親の帯同  ②  在留期間が無期限となる  

⑥  一定の条件の下での家事使用人の雇用  ③  左記③から⑦までの優遇措置が受けら

れる  

⑦  大規模空港等に設置されているプライ

オリティレーンの使用  

④  永住許可までに要する在留期間は「１

年」となる。  

⑧   入国・在留手続の優先処理  

出所：出入国在留管理庁より筆者作成  
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第６節 高度外国人材制度の課題  

日本の経済成長などに貢献することが期待されている高度な能力や

資質を持つ高度外国人材の受け入れを促進するため，政府は 2012 年に

「高度人材ポイント制」を実施した。さらに 2017 年には，以下 7 点の

ポイント加算措置が実施された（図 1-6）。 

①  成長分野（IT 等）において所轄省庁が関与する先端プロジェクト

に従事する人材に対する加算（10 点） 

②  高額投資家に対する加算（5 点） 

③  トップ大学卒業者に対する加算（10 点） 

④  ODA を活用した人材育成事業の修了者に対する加算（ 5 点） 

⑤  高度学術研究分野における大卒者等への加算（ 10 点） 

⑥  複数の修士号または博士号を取得した者に対する加算（ 5 点） 

⑦  一定の水準の日本語能力（日本語能力試験 N2 程度）を有する者へ

の加算（10 点） 

 

 

図 1-6 高度人材ポイント制の特別加算対象大学の拡大  

出所：出入国在留管理庁から抜粋  

 

 

⇒高度外国人材に出入国管理上の優遇措置を講じる高度人材ポイント制について、「法務大臣が告示で定める大学」（特別加算：10点）の対象大学を拡

大する。

高度人材ポイント 制の特別加算対象大学の拡大

（法務省、文部科学省）

現行
（ 1 3校※1）

対象大学
拡大

・世界大学ランキング３種のうち，いずれかにラン
クづけされている本邦の大学
・文部科学省のスーパーグローバル大学創生支援事
業（グローバル型）で補助金交付を受けている大学
に基準（要件）を見直すことで、対象大学を大幅に
拡大

本邦における特別加算対象大学

※１ 東京大学、京都大学、東北大学、九州大学、大阪大学、名古屋大学、北海道大学、筑波大学、東京工業大学、広島大学、東京医科歯科大学、慶應義
塾大学、早稲田大学の13校

※２ クアクアレリ・シモンズ社公表のＱＳ・ワールド・ユニバーシティ・ランキングス
タイムズ・ハイアー・エデュケーション誌公表のＴＨＥ・ワールド・ユニバーシティ・ランキングス
上海交通大学公表のアカデミック・ランキング・オブ・ワールド・ユニバーシティズ

の３種のランキングを指す。

・世界大学ランキング３種（※２）のうち，２種以上で上位300位以内の大学
・文部科学省のスーパーグローバル大学創成支援事業（トップ型）で補助金交付
を受けている大学

対象大学の拡大案

⇒本邦における高度人材ポイント制の特別加算の対象大学を，地方の大学を含めて拡大することで，

留学生の国内での就職インセンティブと定着率向上に努める。

高度人材に出入国管理上の優遇措置を講ずる高度人材ポイント制において，特別加算の対象大学の拡大を行うこ
ととし，2018年度中を目処に実施する。

「 まち・ ひと・ しごと創生総合戦略 2018改訂」 (平成30年12月21日閣議決定）
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また，2019 年には高度人材に出入国管理上の優遇措置を講ずる高度

人材ポイント制において，「法務大臣が告示で定める大学」（特別加算：

10 点）の特別加算対象大学が拡大された。 

くわえて，2017 年には，永住許可申請に要する在留期間の見直しが

図られ，いわゆる「日本版高度外国人材グリーンカード」が創設され

た。具体的な制度は以下の 2 点である。 

①  70 点以上のポイントで高度外国人材として認められた者について，

永住許可申請に要する在留期間が 5 年から 3 年に短縮された。 

②  特に高度と認められる高度外国人材 (80 点以上のポイントで認め

られた者)については，永住許可申請に要する在留期間が 5 年から

1 年に大幅に短縮された。  

 

ここで，「高度人材ポイント制」の評価項目別にみると，2017 年の

「トップ大学卒業者に対する加算」と 2019 年の「法務大臣が告示で定

める大学」（特別加算）により，高度外国人材の制度が緩和され，より

高いポイントが得られるようになった。多くの高学歴の外国人材が日

本で働くようになり，就職後のビザ発行もスムーズになる可能性が高

くなった。また，一部の日本の大学院では日本語だけではなく，英語

で進学試験・面接試験することができる。これにより，留学生のなか

には日本語能力が N２あるいは N2 未満の学生がいるが，2019 年以降

は，日本語以外の言語（英語など）で授業や研究を進める留学生・研

究者に対して，適切なポイントが付与されることになった。  

また，永住許可申請の時間に短縮された制度については，高度人材

は「高度専門職１号」ビザを取得した後，「永住者」ビザである日本版

のグリーンカードを 5 年間から 3 年間または 1 年間とより早く取得で

きるようになった。この制度の導入により，高学歴の外国人材がより

早く永住者になって，日本社会に溶け込むことが可能になる。つまり，

学士以上の学歴を持っている人はより高いポイントを獲得し，より早

く永住者ビザを取得できる。よって，学士以下の外国人留学生は進学

の志向が高くなる可能性がある。日本での留学生に滞在・進学を継続

する意欲を促進するだけでなく，海外から日本に学びに来る留学生を

呼び込むことにもつなげることができると考えられる。  

ここで，第 4 節の「外国人留学在籍状況結果」（表 1−4）をみると，

「高度人材ポイント制」を実施した 2012 年に大学院生は増加傾向にな

かったことがわかる。 2015 年になって若干の増加傾向が見られたが，
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「外国人留学生進路状況調査結果（2017〜2022）」（図 1−2）によると，

「法務大臣が告示で定める大学」（特別加算：10 点）の特別加算対象大

学が拡大された 2019 年には，大学と修士の就職人数が近年の過去最高

となった。2019 年から 2020 年にかけては増加が鈍化した。これはコ

ロナの影響と考えられる。2020 年になると，修士の就職人数は 3,021

人となり，前年より 1,064 人の減少となった。一方，博士の就職人数

は 2021 年に 1,195 人となり，前年より 203 人増加した。このように，

「高度人材ポイント制」の設置とポイント加算措置には，高度な能力

や資質を持つ高度外国人材の受け入れを促進する効果がある程度はみ

られることがわかる。  

出入国在留管理庁の「高度外国人材の受入れ状況等について」によ

れば，2022 年まで高度人材ポイント制の認定件数は 38,014 件になっ

た（図 1-3）。「外国人雇用状況」（2022）では，外国人労働者数が全労

働者数のうち 5.5%と 2020 年の 0.2%から 5.3％を増加させている（ま

えがきの図 2）。つまり，「高度人材ポイント制」の実施は，高度な能力

や資質を持つ高度外国人材の受け入れを促進することができると示さ

れた。しかし，この高度人材ポイント制度は，高学歴な外国人材に向

けて設置したビザの種類であり，人手不足な中小企業に対しては，効

果が少ないと考えられる。人手不足の中小企業は外国人労働者の「質」

より，「数」のほうが重要であるからである。専門技術を持てる人材が

必要な大企業にとっては，「高度人材ポイント制」の設置は高度人材の

人手不足の現状を緩和することができると考えられる。  

 

第 7 節 まとめ 

以上の結果を受けて，日本の外国人労働者受入れ政策について，以

下５点の改善点を指摘したい。  

 

①  「法務大臣が告示で定める大学」について，告示リスト以外の大学

院留学生のなかで，高い専門技術を持つ外国人材がいる場合は，特

別加算対象大学（海外大学を含む）として，拡大することが望まし

い。 

②  母国で就職した後，日本または海外に留学した外国人に対しては，

年齢範囲を拡大することが望ましい。  

③  人手不足に関する業種に就職する場合，専門技能や知識を有してい

れば，外国人の学歴に関わらず，特別加算措置を取ることが望まし
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い。 

④  企業におけるグローバル業務を発展するために日本語以外（母語以

外）の能力を有する者への加算措置をすることが望ましい。例えば，

一定の水準の英語，中国語，フランス語，ドイツ語など語学能力試

験を合格する場合，加算することができる。 

⑤  「高度人材ポイント制」と「特別高度人材制度」が必要とする年収

の条件が高く，その条件をクリアする，外国人労働者は非常に少な

いと考えられる。そのため，高度人材の現状によって，加算限定を

判定するルールを設置することが望ましい。  
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図 1-7 高度人材のポイント計算表  

出所：出入国在留管理庁から抜粋  
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第Ⅱ章 諸外国のグローバル人材獲得政策の比較分析研究 

–ドイツ・フランスを中心に– 

 

 

第 1 節 はじめに 

グローバル化に伴い，世界中の企業が国際舞台へと展開するなかで，

人材獲得競争で優位に立つことができるかどうかは，持続的な発展の

モメンタムの獲得において重要な要素となっている。また，「国立社会

保障・人口問題研究所」の将来推計（出生中位・死亡中位推計）によ

ると，総人口は 2030 年には 1 億 1,662 万人，2060 年には 8,674 万人

（2010 年人口の 32.3%減）にまで減少すると見込まれており，生産年

齢人口についても 2030 年には 6,773 万人，2060 年には 4,418 万人（同

45.9%減）にまで減少すると見込まれている。そのため，内閣府は「新

成長戦略」(2010)を策定し，少子高齢化に伴う労働人口の減少という

制約を跳ね返すために，政策を総動員して若者，女性，高齢者など潜

在的な能力を有する人々の労働市場への参加を促進してきた。くわえ

て，外国人雇用についても導入は避けてはとおれない課題となってい

る。2020 年 10 月に厚生労働省は「外国人雇用の届出状況」を公表し

た。そこで，在留資格外国人労働者数の推移によると，外国人労働者

数は 1,724,328 人で，前年比 65,524 人（4.0％）増加し，2007 年に届

出が義務化されて以降，過去最高を更新したが，増加率は前年 13.6％

から 9.6％へと大幅に減少している。  

少子高齢化による人口減少にともなう外国人労働者の受入れという

問題は，日本に限ったことではない。労働政策研究報告書 NO.59（「欧

州における外国人労働者受入れ制度と社会統合（ 2006）」）では，欧州

先進 5 ヵ国（独・仏・英・伊・蘭）の外国人受入れ制度，外国人労働

者の労働市場，社会統合政策の特徴が外国人労働者を受入れる労働市

場にどのような影響を及ぼすのかについて明らかにしている。この研

究では，受入れ制度と社会統合政策の観点からみた欧州の経験を示し

ている。高度人材の受入れ政策については，国際間で激しい人材の取

り合いをしている状況においては，高度人材をどうすれば自国に誘引

できるかが極めて重要である。しかし，日本は高度人材にとって必ず

しも魅力ある働きの場ではなく，欧州の経験を改めて精査すると，高

度人材の受入れを支援するための優遇措置が不足している点が指摘さ

れている。一方で，欧州先進 5 ヵ国は高度人材以外の分野や単純労働
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分野に外国人労働者を全く受け入れていないわけではない。各国とも，

自国の労働市場と社会への影響を慎重に配慮して，労働許可と労働市

場テストの仕組みに加えて，帰国を担保するための二国間協定などの

特別の仕掛けを工夫していることが明らかになった。  

このようななか，日本においても，高い技能を備えた人材が求めら

れている。高水準の知識や技能を備えた高度人材は，企業の成長のた

めの戦略に重宝され，主に大企業や都市部に供給されている（園田

2023）。また，優秀な人材を世界から日本へ集める方法には，①海外で

働く外国人高度人材を日本へ招く，②大学や大学院を卒業した外国人

を日本で高度人材に育てる，の２つがあり，②は海外の大学や大学院

を卒業人材と，日本の大学や大学院を卒業した人材に分けることがで

きると指摘されている（福嶋 2017）。 

これに関して，ドイツやフランスでは早くから高齢化が進み，労働

力不足と世界経済危機以降の景気回復期における技能人材不足が課題

となり，高度外国人材の受入れを積極的に促進している。欧州におい

て，「選択的な移民」政策の背景で，高学歴，高度な資格，専門的な職

業経験を有する「専門外国人材」は積極的に受入れる方針をとってい

る。以上を踏まえ，本章では，中小企業のグローバル化展開に向けて，

ドイツとフランスの移民政策の変遷を整理し，両国の外国高度人材の

受入れ政策と日本の受入れ政策を比較・分析し，各国のメリットを見

出すことを目的とする。  

 

第 2 節 諸外国における受入れ政策  

（１）諸外国における受入れ政策の変遷 2 

欧州主要国が多くの外国人労働者を受入れたのは，第二次世界大戦

後の復興期に当たる 1960 年代のことである。多くの労働者が，これ

らの国の旺盛な労働需要に応えるため国境を越えた。イギリスは旧植

民地であった新英連邦諸国(西インド諸島・インド・パキスタン)から，

ドイツはトルコとの二国間協定により年間 100 万人規模の労働者を受

入れ，フランスもマグレブ系諸国(主にアルジェリア)から大量の労働

者を受入れている。その多くは未熟練労働者であり，一時的な労働力

供給不足を補う存在と考えられていた。  

1980 年代になると，ドイツ，フランス等の欧州大陸諸国では，政労

 
2  本節はおもに，労働政策研究報告書 NO.114（ 2013）を参考に分析を進めた。  
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使が一体となって早期引退の文化が定着する。これにより，EU 諸国で

も日本に比べれば穏やかとはいえ，高齢化が急速に進んだ。 

その後，1990 年以降になると，グローバル化による市場競争が激化

する中で，高齢化による労働力供給不足への懸念が高まり，1990 年代

後半頃から移民政策に変化が現れ始めた。1998 年以降，ヨーロッパ諸

国では高齢化の原因で就労可能人口が減少し，各国は危機感を募らせ

ていく（図 2-1）。 

2000 年代からこの動きはさらに顕著になった。特にドイツは，2010

年から 2040 年まで高齢者比率が 31％から 56％に増加した(図 2-2)。

このため欧州においてこの問題は程度の差はあれ最重要課題として位

置づけられている。各国とも自国の経済力維持のためには高度または

専門人材が不可欠という認識で一致しており，自国民の「再教育訓練

政策」とともに，「選択的移民政策」においては，自国の特に弱い分野

において，外国人を呼び寄せようとする動機となった。これにより，

「望まれる移民」としての高度人材を優遇する一方で，「望まれない移

民」である不法労働者を排除し，併せて域外からの新規単純労働力の

移入を抑制し，また，「望まれない移民」を「望まれる移民」につくり

かえることを主要な政策とした，いわゆる「選択的移民政策」が生ま

れた。 

 

 

図 2-1 各国高齢化率  

出所：労働政策研究・研修機構「欧州における高齢者雇用の現状と政策（ 2006）」から抜粋  
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注 :高齢者比率は， 15-64 歳の人口に対する 65 歳以上の人口比である。  

 

図 2-2 ヨーロッパ諸国における高齢者比率，2010-2040 年 

出所 :OECD(Europop2008 convergence scenario: 

http://epp.eurostat.ec.europa.eu/tgm/table.do?tab=tale&init=1&plugin=1&language

=en& pcode=tsdde511).  

 

（２）諸外国における受入れ政策の分類 3 

欧米各国における外国人労働者の受け入れは，原則として，一定以

上のスキルを有する労働者を主な対象としている。ここでは，各国の

受け入れルート（表 2−1）を，便宜上，受け入れる人材の専門性や職務

レベルにより「高度な専門性等を有する人材・職務」，「中程度の専門

性を有する人材・職務(いわゆる skilled，ここでは専門技術者と呼ぶ)」

及び「非熟練労働者を中心とする低度の人材・職務」の 3 つに分類し

た。このうち各国における受け入れの中心は，中程度の専門技術者で

ある。しかし，実際には制度上の高度と中程度の境界は設けられてい

ないか，明確ではない場合も多く，また同様に，各国の制度構造上，

中心となるルートの下位に位置づけられる，主に季節労働者などの非

熟練労働者や短期労働者を受け入れるルートについても，実際には中

程度の人材を含む場合があった。また，アメリカやオーストラリアで

は永住権を伴う制度と，期限付きの受け入れ制度 が併用されているが，

他国では，一定の年限を設けつつ，延長等で所定の滞在期間を経れば，

永住権の申請が認められる (ルートによって可否が異なる )といった手

法が一般的となっている。  

 
3  本節はおもに，労働政策研究報告書 NO.249（ 2022）を参考に分析を進めた。  
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受け入れ者の選定方法・基準について（表 2-2），各国ではスキルレ

ベルや分野に応じた多様な受け入れルートが設置されており，受け入

れの基準もこれに応じて多様である。ここでは，中程度から高度の人

材に関する主な受け入れルートを中心に概観する。各国における高度

〜中程度の人材の主な受け入れルートでは，原則として予め雇用が確

保されていることを要する。受け入れ予定の雇用主は，対象者のビザ

申請に先立って受け入れの許可を得るほか，入国後も雇用関係の終了

まで，受け入れ先として責任を負うこととなる。関連して，イギリス，

オーストラリアでは，外国人の雇用主となるためには事前の認可取得

が義務付けられている。また，オランダについても認証スポンサーの

制度があり，外国人労働者の雇用主全般に要件化されたものではない 

(ただし，同国の受け入れの中心である「知的労働者」ルートでの受け

入れには，登録が必須)。各国では，外国人労働者の受け入れに際して，

自国の労働者への影響が考慮される傾向にある。雇用主が，国内で一

定期間の募集を行ったが，労働者を確保できなかったことを証明して，

いわゆる「労働市場テスト」を申請の際の要件とする手法 (アメリカ

(EB-2 など)，オランダ，オーストラリア，韓国)や，申請を受けた当局

が，当該の雇用主による直近の求人状況等を参照する手法 (フランス)

がみられる。フランスやドイツでは，地域の労働市場における状況が

併せて考慮される。ドイツでは，専門技術者の受け入れ促進を図る目

的で，対象者の公認資格の保有とドイツにおける雇用契約の締結を前

提に，受け入れに際して労働市場テストの適用を一部廃止している。

同様に，イギリスでも EU 離脱に伴う制度再編を機に，労働市場テスト

が廃止されている。  

表 2-2 には，高度・中低度人材の主な受け入れルートにおける基準

設定等の状況を示した。高度な人材に限定されたルートを設定してい

る場合，対象者自身の専門性等が重視され，予め雇用主が決まってい

ることが要件化されない傾向にあるが，中程度〜高度の人材の受け入

れルートでは，原則として予め雇用が確保されていることを要し，求

職を目的とする入国は原則不可とされる場合が大半といえる。ドイツ

では例外的に，大卒者，認定職業訓練修了者に対して，求職を目的と

する 6 カ月間の滞在許可が付与される(ドイツ語能力や自ら生計を維

持できることなどの要件あり)。  

中程度以上のスキルを有する人材として受け入れを認める範囲につ

いて，職種の指定により定義しているのは，イギリス，オーストラリ
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ア，韓国である。このうちイギリスでは，職業分類の細分類レベルで

職務の水準を分析のうえ，受け入れ可能な職種(及び賃金統計を用いた

職種ごとの給与水準の下限)を規定している。オーストラリアでは，国

家技能委員会が職業レベルと併せて労働市場の状況などを勘案のうえ，

労働力不足状況や今後の労働需要予測をまとめた職種リストを定期的

に見直し，同リストを根拠の 1 つとして，移民・市民権・移民サービ

ス・多文化大臣が最終的に「技能移民職業リスト」を改定している。  

一方，アメリカ，ドイツ，フランス，オランダでは，同種の職種リス

トは明示されていないが，対象者の保有資格を学士以上とする要件や，

これに相応する職務であるべきこと，また給与水準に関する基準など

により，申請可能な範囲を限定しているとみられる。 例えば，アメリ

カの EB-2(知的労働者)や H-1B(特殊技能職ビザ)では，「学士号より上

の学位をもつ専門家，科学，芸術などの分野で特出した能力を有する

者」(EB-2)，「科学，薬学，医学・衛生，教育，生物工学，ビジネスな

ど特殊技能を要する職業 (speciality occupation)に学士以上の学位

をもって従事する」(H-1B)などの要件により，専門的・ 技術的分野の

指定と専門性の水準(学士以上)を設定している。 

また，各国では，二国間協定等を通じた労働者の受け入れが実施さ

れている。全体像を把握することは難しいが，例えばフランスでは，

55 件にものぼるこうした協定により，高度人材や専門人材，不足職種

等への受け入れを実施している。また，ドイツでは 2016 年以降，西バ

ルカン諸国(アルバニア，ボスニア・ヘルツェゴビナ，コソボ，モンテ

ネグロ，北マケドニア，セルビア)出身者を対象に，正式な資格がなく

ともドイツへの 入国を許可する制度を実施している。同制度は，合法

的な第三国外国人労働力受け入れルートとして利用されており，約 6

割が，熟練労働者や専門家として雇用されている。   

表 2−2 による，ドイツの「専門人材」は学士レベル以上の教育資格

か公認職業訓練資格（相当）の保有が条件とされ，職務は必ずしも限

定されていない。また，フランスは高度人材の限定されたルートも学

士以上が必要である。フランス特有の「才能パスポート」の滞在許可

等への受け入れを実施している。移民統合促進を目指す「選択的移民

政策」の影響を受けて，優秀な人材に対する高度人材受入れ政策を積

極的に行っている。こうした背景を踏まえ，次節よりドイツとフラン

スの受入政策と日本の高度人材の受入れ政策とを比較し，諸外国の政

策の優位性を指摘したい。  
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表 2-1 主な受け入れルート 

 

*EB-4(特別移民)，EB-5(投資家)については，アメリカの制度上のスキルレベル

の位置づけが明確ではないため表に含めていない。  

** 同様に制度上の位置づけは不明だが，ここに含まれる可能性があるルート

として，E ビザ(貿易業務従  事者，投資家等 )，H ビザ (看護師，研修生等)，L

ビザ(企業内転勤者等 )，O ビザ(文化・芸能等卓越者 )，P ビザ (世界的に認めら

れているスポーツ選手，芸能集団メンバー等 )，R ビザ(非営利宗教活動従事者 ) 

など。  

 

出所 : 労働政策研究報告書 NO.249（ 2022）から抜粋  
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表 2-2 高度・中低度人材の主な受け入れルートにおける基準設定等

の状況 

 
*大卒者，認定職業訓練修了者には，求職を目的とする 6 カ月間の滞在許可が付

与される(ドイツ語能力や自ら生計を維持できることなどの要件あり )。  

**オランダについては高度人材，韓国は非熟練労働者向けの受け入れルートで

ある点に留意のこと。   

***なお，一部の職種については，博士号取得あるいは科学的研究修了後の求職

であることを要する。   

**** リストに掲載されていない職業でも，政府と雇用主が労働協定を締結し

ている場合，協定の条件の下で特定の職業で働くことができる。   

 

出所 : 労働政策研究報告書 NO.249（ 2022）から抜粋  
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第 3 節 ドイツの移民政策 4 

（1）ドイツの移民政策の変遷  

ドイツは第二次世界大戦後の復興期における労働力不足を補うため，

二国間協定に基づき，低・中技能の外国人労働者を受け入れていた。

彼，彼女らは「ガストアルバイター(Gastarbeiter)」と呼ばれ，1960

年代初頭はイタリア人の割合が最も多かったが，1970 年代初頭からは

ユーゴスラビア人，そして最終的にはトルコ人が最多となった。「ガス

ト(客)」という呼び名の通り，「一時的に滞在して働き，労働契約満了

後には帰国する」と当初は考えられていたが，予想に反して多くの者

が残留し，ドイツ在住の外国人は，1961 年から 1967 年までの間に 68.6

万人から 180 万人へと増加した。  

1973 年 11 月，石油危機を契機に，協定による外国人労働者の募集

が停止された。募集停止後の外国人数は，1970 年代末までほぼ横ばい

で推移した。1975 年からは，国外に住む子供への手当が，国内で暮ら

す場合よりも低く設定されたため，外国人労働者が家族をドイツに呼

び寄せる動きが加速した。1983 年には，外国人労働者の帰国を促進す

るための帰国支援等について規定する「外国人帰国支援法」が施行さ

れたが，移民の構成員に大きな変化はなく，1989 年の「ベルリンの壁」

の崩壊により，1990 年以降，旧東側諸国(特にポーランド)からのドイ

ツ民族に属する後期帰還移住者 (在外同胞移住者)等の流入により，さ

らに外国人が増加することとなった。  

1998 年の総統挙で成立したシュレーダー社民党政権が，同盟 90/緑

の党が主張する長期滞在外国人の滞在・就労権を強化するとともに，

高度人材の受入れを推進する新たな制度の導入を決定した。2000 年か

らシュレーダー政権はグリーンカード制度を導入し，IT 技術者の受入

れを促進した。この頃，ドイツも専門技術者を中心とした労働力不足

が懸念されており，急激な少子高齢化による労働人口の大幅な減少と

いう将来推計がこの懸念に拍車をかけていた。連邦政府はこの問題に

対処すべく，政府から独立した諮問委員会 (シュスムート委員会 )を

2001 年に発足させ，新たな移民政策への処方箋を求めた。これに対し

諮問委員会は「ドイツの生活水準を長期的に維持・確保していくため

には，労働市場の動向に即した外国人の受入れが必要である」とした

 
4  本節はおもに，労働政策研究報告書 NO.114（ 2013），NO.249（ 2022）を参考に分析を進めた。  
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報告書を政府に提出している 5。こうしたドイツの高度人材を自国に囲

い込もうとする動きは，同じような事情を抱える他の欧州諸国にも伝

播していった。2004 年の新移民法において，高度技術者はドイツ入国

後直ちに定住許可を取得できるとし，将来の高度人材の予備軍である

留学生に対しても，卒業後の求職のための滞在許可延長を認めるなど

「望まれる労働者」に対する優遇方針を鮮明にした。一方で，EU 域外

からの未熟練及び半熟練労働者については，従来同様募集を停止 6する

とした。このほか同時期に，デンマーク，オランダなどでも高度人材

を優遇する拡大政策がとられるなど同様の動きが見られる。  

2009 年の滞在法改正により，約 20 万人の「容認された外国人

(geduldete Ausländer) 7」の労働市場へのアクセスが改善され，2013

年の就労令改正により，第三国の高度人材受け入れのための労働市場

開放が進んだ。2010 年には，外国人(移民)のドイツ語修得の強化や，

ドイツ基本法に反する習慣 (イスラム社会の強制結婚等 )の規制等，新

たな社会的統合案が打ち出された。世界金融危機後に他国に先駆けて

景気が回復したドイツでは，好況や少子高齢化の影響で，技能人材不

足が続き，その解決策の 1 つとして高度人材の受け入れを促進してい

る。コロナ禍の中でもその動きは続いており，特に不足が懸念される

MINT 分野(数学，情報科学，自然科学，工業技術)や医療・介護分野(医

師，看護師，介護士等)の専門人材を積極的に受け入れようとしている
8。  

 

5 ドイツ連邦政府はこれを盛り込んだ新移民法案を連邦議会に提出し， 2002 年 3 月に連邦参議院におい

て辛うじて可決されたが，憲法裁判所が連邦参議院での議決方法を違憲とする判決を下したため廃案と

なった。しかし，その後交渉が続けられ 2004 年の新移民法につながった (労働政策研究報告書  No.59『欧

州における外国人労働者受入れ制度と社会統合 -第 1 章ドイツ』より )。   

6 1973 年に導入された「外国人労働者募集停止 (滞在法第 18 条 )」の延長。   

7 「滞在を例外的に容認されている外国人 (geduldete Ausländer)」とは，緊急の人道的・個人的な理由，

もしくは公益に関する重大な理由から，当面，ドイツでの滞在を続けることが必要である場合に，強制国

外追放処分の執行が一時的に猶予され，例外的に滞在が容認されている外国人のこと。 2009 年 1 月 1 日  

に施行された「労働移民活用法 (Arbeitsmigrationssteuerungsgesetz)」に基づき，「滞在法 (AufenthG)」  

に追加された第 18a 条によって「滞在を例外的に容認されている外国人 (geduldete Ausländer)」がドイ

ツにおいて成功裡に大学の専門課程や職業教育訓練を修了した場合，その優れた職業能力を生かすこと

のできる職業に就くために滞在を許可することが可能になった。  

8  2021 年 10 月 時 点 の 政 府 公 式 サ イ ト (https://www.make-it-in-germany.com/en/living-in- 
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2020年 3月 1日には専門人材移民法(Fachkräfteeinwanderungsgesetz)

が施行され，第三国の専門人材の受け入れ枠が拡大された。  

 

（2）ドイツの高度人材受入れ制度と特徴  

ドイツは少子高齢化による将来的な労働力不足と世界経済危機以降

の景気回復期における技能人材不足が課題となっており，その解決策

の一つとして高度外国人材の受入れを促進している。ここでの「高度

外国人材」とは，連邦内務省(BMI)は，「高資格者(Hochqualifizierten)

という用語の普遍妥当的な定義は存在しないが，大学教育を修了した

全ての者が高資格者とみなされることが多い」としている。これに関

して，滞在法(Aufe- nthG)は，「高資格者とは，ドイツに滞在すること

で特別な経済的及び社会的利益をもたらす者」で，具体的には「特別

な専門知識のある学者」や「卓越した地位にある教育者又は科学者」

としている(滞在法 19 条)。高資格者だけは最初から定住許可が付与さ

れ，付与の際に通常必要とされる連邦雇用エージェンシー (BA)の同意

(優先性審査及び同等性審査)も不要である。また，当該外国人の家族

も，BA の同意を要さずに就業する権利が得られる。他方，「専門技術者

(Fachkräften)」という用語もあるが，これについて BMI は「専門技術

者には，職業教育の修了又はそれに類する資格から，大学教育修了資

格までが含まれる」としており，現在ドイツでは，このようなレベル

の高度外国人材を積極的に受入れている。2000 年代に入り，「グリーン

カード(Green Card)制度 9」と呼ばれる省令によって，IT 業界の高度

な技術持つ労働者の労働市場が開放され，資格のある外国人労働者の

受け入れが緩和された。特に IT 技術者不足を補うための政策であった

が，2005 年に移民法の制定とともに廃止されている。最近の大きな動

きとしては，2005 年の「移民法」の制定と，その一環としての「滞在

法」が制定されたことが挙げられる。この新移民法によって高度外国

人材の受入れ，滞在許可と就労許可の手続の統一化(ワンストップガバ

メント)，社会統合政策の推進などが規定され，現行制度の基礎が築か

れた。高度人材については，2009 年「労働移民活用法」が施行され，

新規 EU 加盟国の大学修了資格者の就労に対する「優先性審査」の廃止

 

germany/discover-germany/qualified-professionals)では，特に医療・介護分野とソフトウエア開発や

プログラミング知識を持つ IT 専門家が不足しているとされる。  

9 IT-ArGV of 28 July 2000, BGBl. I, p.1146.  
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や専門技能を有する外国人の最低年収要件の引き下げが行われた。ま

た 2012 年には，EU 域外出身者の専門技能を有する外国人の優遇措置

や規制緩和を目的とした「国外職業資格認定改正法」や「グリーンカ

ード法」が制定されている。「ブルーカード 10」については，2012 年８

月に「EU ブルーカード法」を施行，国内法を整備した。ドイツで一定

の所得がある EU 域外者は，最長 4 年の期限でブルーガートが付与され

る。ブルーカード保持者は 33 カ月以上就労し，期間中に法定年金の保

険料を納付し，生計確保等の要件を満たす場合には，定住許可が付与

される。更に，その中で一定のドイツ語能力を証明できる者は，この

期間が 21 カ月まで短縮されることがあった（滞在法 19a 条）。 

従来の滞在法 19 条では，所得要件がない「特別な専門知識のある学

者」と「卓越した地  位にある教育者又は科学者」のほか，税込年収 6

万 6,000 ユーロ(一般年金保険の拠出保険 料算定限度額相当)以上の

所得がある「専門家」と「管理職・上級幹部(高度専門技術者)」を「高

資格者(Hochqualifizierten)」として規定していた。しかし，今後「専

門家」や「管理 職・上級幹部(高度専門技術者)」には新設された 19a

条が適用され，最低年収が 4 万 4,800 ユーロに，更に数学，IT，自然

科学，工学(MINT)分野の専門技術労働者，医師などの不足 職種は，年

収が 3 万 4,944 ユーロに引き下げられた。従って，滞在法 19 条は，

「特別な専門 知識のある学者」，「卓越した地位にある教育者又は科学

者」のみ 18 が「高資格者」として適用されることになり，これらの者

については，従来通り所得要件がなく，最初から定住許可が付与され

る。 

ドイツの大学を卒業した外国人留学生についても「社会統合が容易

な高度外国人材の卵」という観点から優遇措置がなされ，卒業後の求

職期間の上限が従来の 12 カ月から 18 カ月まで延長された。また，在

学中に認められる年間 90 日までの副業(半日の場合 180 日)も 120 日

(半日の場合 240 日)に延長され，副業の拡大が就業に結びつく可能性

を高めるよう配慮された。このほか，ドイツの大学修了資格，もしく

は同等の外国の大学の修了資格を有し，かつ生計が確保されている外

 

1 0EU ブルーカードは，所持者に許可証を発行した EU 加盟国への自由な入国，再入国，滞在を許可するも

のである。 EU ブルーカード保持者とその家族は， EU 市民と同様に EU 域内を自由に移動することができ

る。さらに， EU ブルーカード保持者は，一般的に定住している国の国民と同等の待遇を享受することが

できる。  
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国人に対しては，その資格に相応する求職のために，最長 6 カ月まで

滞在許可の付与が可能となった。 

ところが，外国人労働者への政策として，受け入れ後に統合講習に

参加することが必要なため，外国人及び移民の背景を持つ人のための

ドイツ語教育は，2005 年の移民法(ZuwG)による「統合講習」の導入で

大きく拡大され，現在，社会統合策の中で重要な施策の 1 つとなって

いる。統合講習は，「ドイツ語教育」(欧州共通基準 B1 レベル習得を目

指す)と，ドイツの法律，文化，歴史等を学ぶ「市民教育(100 授業単

位)」がある。 

 

（3）ドイツの滞在資格の分類 11 

ドイツにおける外国人の滞在や経済活動，統合を規定した「滞在法」

（第三国「EEA 諸国およびスイス以外」の国籍者は，無期限の定住許

可を取得していない限り，就労目的での滞在には許可が必要」）では，

①教育目的の滞在(滞在法 16~17b 条)，②経済活動を目的とした滞在

(滞在法 18~21 条)，③国際法，人道的または政治的理由による滞在(滞

在法 22~26 条)，④家族の理由による滞在(滞在法 27~36a 条)，⑤特別

な滞在権(例:元ドイツ人の滞在権)(滞在法 37~38a)の 5 つの理由によ

る滞在が認められている。そのなか，②「経済活動(就労)を目的とし

た滞在(滞在法 18~21 条)」の根底にあるのは，「熟練労働者の受け入れ

促進」であり，熟練労働者であっても，受け入れに際しては，滞在法

18 条で明記されているように，原則として「国内の要請(ニーズ)」や

「労働市場の状況」が考慮される。  

表 2-3 は，滞在法が定める目的に対して付与される滞在資格の分類

になっている。このうち，経済活動を目的とする滞在 (滞在法 18〜21

条)は，主に高度外国人材の受入れについて規定している。例えば，前

述の高資格者(19 条)やブルーカード保持者(19a 条)のほか，研究を目

的とする外国人研究者に対して少なくとも 1 年以上の滞在許可を付与

している(20 条)。ほかにも高水準の経済的利益や特別な地域的需要が

あり，当該事業が経済 に好影響をもたらし，資金調達が確保されてい

る自営業者に対しては，最長 3 年の滞在許可が付与される(21 条)。 

  

 

1 1 国立国会図書館調査及び立法考査局 (2018)『平成 29 年国際政策セミナー EU における外国人労働者を

めぐる現状と課題』，就労令  (BeschV) 等を参考とした。  
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表 2-3 滞在法が定める目的に対して付与される滞在資格の分類  

 

出所 : 労働政策研究報告書 NO.114（ 2013）から抜粋  

 

（4）小括 

以上のように，ドイツは第二次世界大戦後の「低・中技能の外国人

労働者の受入れ」から紆余曲折を経て，近年では「高度外国人材の受

入れ」を積極的に推進している。特に EU 域外(第三国)の専門技術労働

者やドイツの大学を卒業した留学生に対する規制緩和や優遇措置に取

り組んでおり，2012 年には相次いで「国外職業資格認定改正法」や「EU

ブルーカード法」を制定した。ドイツは長年「移民国家ではない」と

いう認識のもと，移民を「一時的な外国人滞在者」として扱い，社会

統合政策をほとんど実施してこなかったが，2005年の移民法制定時に，

ドイツ語や法秩序などを学ぶ「統合講習」を導入し，それ以降，「移民

はドイツ語を学びドイツ社会に融合しなければならない」という基本

方針のもとで社会統合政策が進められている。  

また，専門人材の移住の原則として，「専門人材」は学士レベル以上

の教育資格か公認職業訓練資格（相当）の保有が条件とされ，職務は

必ずしも限定されていないことが示された。給与水準については，同

等の専門技能を持つ国内労働者の労働条件と同等であることとされて

いることが明らかになった。  
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資料 2-1 経済活動(就労)を目的とした滞在(滞在法 18 条) 

①  ア 専門人材 (熟練労働者 17)の移住の原則 (18 条)  

②  就労(被雇用 )(Beschäftigung)を目的とする滞在資格の付与は，次の

各号のすべてを満たすことを要件とする。  

③  具体的な求人が存在すること。  

④  連邦雇用エージェンシーが同意したこと (法律，国家間の協定，また

は就労令によって，連邦雇用エージェンシーの同意を得ずに就労を

行うことが許されると定められて   

⑤  いる場合を除く )。  

⑥  別途，職業活動許可が必要となる医師や弁護士などの規制職業は，

これが付与されたか，または確約されていること。  

⑦  滞在資格の付与要件である限り，資格の同等性が確認されたか，ま

たは認定を受けた外国の大学修了資格，またはドイツの大学修了と

同等の外国の大学修了資格が存在すること。  

⑧  満 45 歳以上の外国人に滞在資格をはじめて付与する場合には，その

賃金の額が一般年金保険の毎年の保険料算定報酬上限の 55％以上に

相当すること (当該外国人が適切な老齢保障に関する証明ができる

場合を除く )。  

イ 職業訓練を修了した熟練労働者 (18a 条)  

職業訓練を修了した熟練労働者に対しては，保有する資格によって

可能となる，要資格・熟練職での就労のための滞在許可を付与する

ことができる。  

ウ 大学教育を修了した熟練労働者 (18b 条)  

大学教育を修了した熟練労働者に対しては，保有する資格によって可

能となる，要資格・熟練職での就労のための滞在許可を付与すること

ができる。当該労働者が一般年金保険の毎年の保険料算定報酬上限額

の 3 分の 2 以上の額の賃金を受け，かつ，拒否理由のいれも存在しな

い場合には，保有する資格に相応する就労を目的として，連邦雇用エ

ージェンシーの同意を得ずに E ブルーカードが発給される。  
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エ 研究(18d 条 )  

次の各号のすべてに該当する場合には，外国人に対して研究を目的と

する滞在許可が，連邦雇用エージェンシーの同意を得ずに付与される。 

⑨  外国人が，研究計画の実施に関する有効な受け入れ合意もしくは同

等の契約を，連邦領域内で研究者に対する特別な許可手続を実施す

るための認定を受けた研究機関と締結したか，または，有効な受け

入れ合意もしくは同等の契約を，研究を行う研究機  関と締結してい

る場合。  

⑩  その研究機関が書面により，受け入れ合意の終了から最長で 6 カ月

後までに公的機関に発生する，欧州連合加盟国内に不法滞在する間

の当該外国人の生計費，および当該外国人の退去強制のための費用

を引き受ける義務を負う旨を明らかにした場合。  

出所 : 労働政策研究報告書 NO.114（ 2013）より筆者作成  

 

 

資料 2-2 経済活動(就労)を目的とした滞在(滞在法 20 条) 

キ 専門人材(熟練労働者 )の求職(20 条)  

職業訓練を修了した熟練労働者に対しては，保有する資格によって就

業が可能となる職を探すことを目的として，当該労働者がその希望する

活動に相応するドイツ語能力を有する場合には，最長 6 カ月の滞在許可

を付与することができる。  

大学教育を修了した熟練労働者に対しては，保有する資格によって就

業が可能となる職を探すことを目的として，最長 6 カ月の滞在許可を付

与することができる。   

保有する資格によって就業が可能となる職を探すことを目的として外

国人がドイツで  の滞在を希望する場合，連邦領域内において大学教育を

修了した外国人には最長 18 カ月，研究活動を終えた外国人には最長 9 カ

月，認定職業訓練職種における職業訓練を修  了した外国人には最長 12

カ月，職業資格の同等性が確認された，もしくは職業活動許可が付与され

た外国人には最長 12 カ月の滞在許可を付与することができる   

出所 : 労働政策研究報告書 NO.114（ 2013）より筆者作成  
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第 4 節 フランスにおける高度人材政策 12 

（1）フランスの移民政策の変遷  

フランスの移民政策の変遷には大きな転換点が二つある 13。第一次世

界大戦以降，人口が著しく減少した時期から移民の受入れが始まり，

第二次世界大戦後の経済成長期にはスペインやポルトガル，マグレブ

諸国から移民を受け入れた。だが，高度成長が終わり，第一次オイル

ショックを契機として雇用状況が悪化したため，1974 年に移民流入の

抑制と正規滞在移民のフランス社会への統合を柱とした移民政策を進

めることとなった。これが第一の転換点である。その後，就労目的の

移民の受入を停止する一方で，既に滞在している移民による家族呼び

寄せは許容したため，移民は引き続き増加し続けた。移民の入国を取

り締まる一方で，既に入国している移民 (不法滞在者も含む)の権利保

障を進めるなど，不法滞在者に対する取締りの強化と緩和が繰り返さ

れた。 

第二の政策転換は，サルコジ氏が内務大臣として 2003 年の選択的移

民制に転換する法律（移民の抑制，外国人の滞在及び国籍に関する法

律）を成立させ，2006 年には，1974 年以来閉ざされた国境を 40 年ぶ

りに労働者受入のために開くという方向転換を行った移民法（移民及

び統合に関する法律）の成立である（宮島，2012)。 

これは，フランスの社会・経済への貢献が期待できる高度外国人材

に対しては門戸を広げる一方で，それ以外の移民については滞在条件

を厳格化するという変化であった。国が必要とする移民を選別して受

け入れる方式へ転換し，フランス社会への移民の統合促進を目指す

「Immigration choisie(選択的移民政策)」がサルコジ政権以降，継続

して行われた。 

フランスの「選択的移民政策」は，他の国とは幾分異なるニュアン

スを持っていた。「望まれる労働者」つまり高度人材を優遇するという

政策の一面は有しているものの，「望まれない労働者」の排除に，より

重点を置いたという点で他国と異なる。そしてこの政策を強力に推進

したのが，07 年にシラク政権に代わって登場したサルコジ政権であっ

た。サルコジは大統領就任前の内相時代，03 年，06 年にも不法移民や

家族呼び寄せなどを厳格化する方向で移民法を改正している。マクロ

 
1 2  本節はおもに，労働政策研究報告書 NO.114（ 2013）を参考に分析を進めた。  

1 3  カトリーヌ・ヴィートル・ド・ウェンデン (2009)153 頁参照  
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ン政権下でもこの基本方針に大きな変化はないが，フランス経済にと

って必要とされる人材の職業分野や人数，地域別分布を統計的に把握

して，高度人材受け入れの人数目標を定める政策が実施されている。 

  

（2）フランスの受入れ制度  

フランスは，2003 年に成立した「移民の抑制，外国人の滞在および

国籍取得に関する法律」(通称:サルコジ法)により，質の高い移民の受

入れについて寛大である一方で，非合法移民の取締りを厳格化すると

いう「選択的移民政策」をとる方針を明示している。  

また，2006 年には「移民及び統合に関する法律」が制定され，10 年

以上の滞在を証明できる不法滞在者に対する正規滞在許可証の自動交

付制度が廃止されるなど移民流入の抑制が進められた。その一方で，

同法では「移民選別の促進」が規定されており，高度人材受入れが進

んでいる。社会統合については，統合契約の厳格化，つまりフランス

語や社会的知識の習得の判断基準を厳格化するとともに，就労を通じ

て統合を促進することめざすとしている。新規入国者の学歴向上，職

業資格の取得，専門的職業経験の習得を強化する方針が示されている。  

高度人材向けには，2006 年改正により，能力と才能のある外国人を対

象に 3 年間有効かつ更新可能な滞在許可証，「能力・才能」滞在許可証

が創設されるとともに，「給与所得派遣者」 等の一時滞在許可証が新

設された。この取得者は，他の一時滞在許可証よりも有利な条件が設

定されている。また，フランスで高等教育の修士以上の資格を取得し

た外国人学生について最大 6 カ月間の仮滞在が許可されるなど学生に

対する優遇措置も拡大している。  

なお，「ブルーカード」については，2011 年に「移民・統合・国籍に

関する法」を定め，国内法を整備した。海外県を含むフランス全土で

有効であり，有効期間は雇用契約の期間に応じて 1~3 年となっており，

「受入・統合契約」(社会統合契約)の締結は不要である。  

具体的に，フランス国内において外国人が，雇用労働者(salarié)と

して就労する場合，原則として労働許可を得る必要がある。つまり，

雇用労働者としての就労を認めるビザや滞在許可証などを所持する必

要がある。欧州経済領域 (EEA，フランス語では Espace économique 
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européen (EEE))14の国民はフランスで就労する場合に労働許可を必要

としない 15。また，フランスはスイス，モナコ，アンドラ，サンマリノ

との間で二国間協定を締結しており，これらの国や地域の国民は労働

許可を必要としない。このように，EU 加盟国にリヒテンシュタイン，

アイスランド，ノルウェーを含めた欧州経済領域の諸国やスイス，ア

ンドラ，モナコ，サンマリノの国籍所持者は，フランス人と同様にフ

ランス国内で就労することができる。 

一方，EU 加盟国 16およびフランスと二国間協定を締結している国 17以

外の国民がフランスに 3 カ月以上滞在する場合には，外交官など少数

の例外を除いて滞在許可証を申請する必要がある。フランスの滞在資

格は，「一時滞在許可(catre de séjour temporaire)と「正規滞在許可

証 (carete de resident)」の 2 種類である。なお，最初の入国で発行

されるのは，原則「一時滞在許可証」である。  

一時滞在許可には，学生(etudiants)，研修者(stagiaires)，学術研究

者(scientifiques-chercheurs)18，芸術文化活動滞在者(artistes)，企

業 内 転 勤 者 = 給 与 所 得 者 (salarié en mission) 19 ， 能 力 ・ 才 能

 

1 4  アイスランド，リヒテンシュタイン，ノルウェー，オーストリア，べルギー，ブルガリア，クロアチア，キプロ

ス，  チェコ，デンマーク，エストニア，フィンランド，ドイツ，ギリシャ，ハンガリー，アイルランド，イタリ

ア，ラトビア，リトアニア，ルクセンブルク，マルタ，オランダ，ポーランド，ポルトガル，ルーマニア，スロバキ

ア，スロべニア，スぺイン，スウェーデンの諸国を指す。   

1 5  政府公共サービスサイト ( Co mme nt fa i r ep o u re mbau che ru nsa l a r i éé t ra nge r?Vé r i f ié l e 27a vr i l 2021 -Di rec t i o n  de  

l ' i n fo rma t i o n  l éga l e  e t  a dmi ni s t r a t i ve  (Pre mi e r  mi n i st re ))参照。   

1 6  E U 加盟国との間では，労働者の自由な移動に関する枠組み条約があり，E U 加盟国の労働者に関しては，原則とし

てフランス国内への受入手続きをする必要はない。ただし， 20 04 年 5 月以降に E U に加盟した諸国に関しては，労働

許可証を取得する義務を課している。   

1 7  フランスの旧植民地として二国間協定を締結しているアフリカ諸国の労働者については個別に入国及び滞在に関

する諸条件を規定している。   

1 8  h t tp : //vo sdro i t s . se rvi ce -p u bl i c . f r /F 15889 . x ht ml   

1 9  h t tp : //www.i mmi grat i o n -p rofe s s io nne l l e . go u v . fr /p ro c%C3% A9du re s/ f i ch e /sa la r i %C3%A9s -e n-mi ss i o n   
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(compétence et talent) 20，季節労働者(travailleurs saisonniers) 21

などがある（表 2-4）。 

 

表 2-4 滞在許可区分 

 

出所 :政府公共サービスウェブサイトより作成  

 

 

（3）フランス高度人材の受入れ制度  

前述の 2006 年の法改正により，従来のカテゴリーの一時滞在許可証

に加えて，高度人材を対象とした「能力・才能」，「給与所得者」等の

一時滞在許可証が新設された。これは「才能パスポート」と呼ばれる。

これらの「能力・才能」，「給与所得者」の一時滞在許可証の取得者は，

 

2 0  h t tp : //vo sdro i t s . se rvi ce -p u bl i c . f r /F 16922 . x ht ml   

2 1  h t tp : //vo sdro i t s . se rvi ce -p u bl i c . f r /F 2734 . xh t ml   
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他の一時滞在許可証よりも有利な条件が設定され，学生に対する優遇

措置も拡大しており，優遇措置が設けられている。「給与所得者 (企業

内転勤者)」の一時滞在許可証は有効期限が 3 年になって，通常ならフ

ランス滞在 18 カ月必要とされている家族呼び寄せの権利を得るため

の期間が 6 カ月以上とされており，呼び寄せた家族には「私生活・家

族」一時滞在許可証が発給されて，就労も可能となっている。「能力・

才能」の一時滞在許可証は 3 年間有効であり，その家族に対して「私

生活・家族」一時滞在許可証が発給されて，就労も可能となって，「受

入・統合契約」への署名が免除されている。「学生」により就労制限が

緩和されて，制限時間内であれば，法定パートタイム労働時間の 60%(年

間 964 時間)の制限内で自由に就労することが認められている。さら

に，雇用契約などの条件を満たせば，「職業従事者」一時滞在許可証へ

の切り替えも可能となっている。また，修士課程以上の学位を取得し

た学生には，一時的労働許可証が発行され，有効期間 6 カ月の間は法

定パートタイム労働時間の 60%の上限内で自由に就労することが認め

られている（表 2-5）。 

 

表 2-5 フランスの高度人材としての優遇の内容種類  

  

高度人材としての優遇措置  

 

 

「給与所得者  (企業内転勤者 )」一時

滞在許可証  

2006 年法により新設された一時滞在

許可証で，有効期限は 3 年。通常な

らフランス滞在 18 カ月必要とされて

いる家族呼び寄せの権利を得るため

の期間が， 6 カ月以上とされており，

呼び寄せた家族には「私生活・家族」

一時滞在許可証が発給され，就労も

可能となっている。   

 

 

「能力・才能」  滞在許可証  

2006 年法により新設された一時滞在

許可証であり 3 年間有効である。そ

の家族に対して「私生活・家族」一時

滞在許可証が発給され，就労も可能

となっている。さらに，「受入・統合

契約」への署名が免除されている。   
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「学生」  

2006 年の法改正により就労制限 が

緩和され，制限時間内であれば，法定

パートタイム労働時間の  60%(年間

964 時間 )の制限内で自由に就労する

ことが認められている。さらに，雇用

契約などの条件を満たせば，「職業従

事者」一時滞在許可証への切り替え

も可能となっている。また，修士課程

以上の学位を取得した学生には，一

時的労働許可証が発行され，有効期

間 6 カ月の間は法定パートタイム労

働時間の 60%の上限内で自由に就労

することが認められている。   

出所 : 労働政策研究報告書 NO.114（ 2013）から抜粋  

 

 

また，フランスは以下の種類の外国人労働者を積極的に受け入れて

いる。①高度な資格を取得している外国人（専門的な免許または専門

分野の修士号，理学修士を取得し，かつ 3 カ月以上の雇用契約を結ん

でおり，3 万 7,310 ユーロ以上の年間総報酬を得ている場合に発行さ

れる），②フランスでビジネスヒを立ち上げる予定の外国人（経済省に

よって革新的であると認められた企業に研究開発プロジェクトと直接

関係のある職務で採用され，3 万 7,310 ユーロ以上の年間総報酬を得

ることのできる雇用契約を締結している場合），③フランスに投資する

計画がある外国人，④外国人アーティスト，⑤高度なスキルを必要と

する仕事に就いている外国人（3 年以上の高等教育，または同等レベル

の 5 年の専門的経験を証明する修了証書が提示でき，5 万 3,836.5 ユ

ーロ以上の年間総報酬を得ることのできる職務で最低 1 年間の雇用契

約を締結している場合），⑥企業内転勤の外国人（フランス以外の国で

設立された企業の従業員であり，同じ会社の事業所間または同じグル

ープの会社間の異動でフランスに滞在し，3 カ月以上の雇用契約があ

り，3 万 3,579 ユーロ以上の年間総報酬を受け取る場合），⑦外国学術

研究者（少なくとも修士号と同等の卒業証書を持っている者で，研究

あるいは大学レベルの教育を提供することを目的としてフランスに滞
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在する場合に，研究または高等教育を任務として承認された公的また

は民間機関との間で契約を締結していれば，才能パスポートを申請す

ることができる），⑧その他（「起業(事業創出)」「公共機関に認められ

た革新的なプロジェクト参画」「投資家」「企業の執行役員」「芸術・文

化関連職業」「国際的に著名な人物」の場合に積極的に受け入れる外国

人の対象となる）などがフランスで 3 カ月以上働きたい場合，複数年

滞在が可能な「才能パスポート」居住許可が発行される（表 2-6）。こ

れは最大 4 年間有効で，更新可能である。「才能パスポート」を取得し

ている者は，労働許可が必要ない。また，「企業内出向」「修士号取得

者・研究者による就業あるいは起業」は労働許可を必要としない。 

 

表 2-6 積極的に受け入れる外国人労働者の種類 

ア  高度な資格の取得者 (Salarié qualifié)  

フ ラ ン ス に お い て ， 専 門 的 な 免 許 ま た は 専 門 分 野 の 修 士 号 ， 理 学 修 士

(Conférencedes Grandes Ecoles によって認定されているか，少なくとも修

士と同等のもの )を取得し，かつ 3 カ月以上の雇用契約を結んでおり， 3 万

7,310 ユーロ以上の年間総報酬を得ている場合に発行される。   

イ  革 新 的 な 企 業 に よ る 採 用 者 (Recrutement dans une entreprise 

innovante)  

経済省によって革新的であると認められた企業に研究開発プロジェクトと

直接関係のある職務で採用され， 3 万 7,310 ユーロ以上の年間総報酬を得る

ことのできる雇用契約を締結している場合。   

ウ  高 度 な ス キ ル を 必 要 と す る 仕 事 に 就 い て い る 者 (Emploi hautement 

qualifié) 

3 年以上の高等教育，または同等レベルの 5 年の専門的経験を証明する修

了証書が提示でき， 5 万  3,836.5 ユーロ以上の年間総報酬を得ることのでき

る職務で最低 1 年間の雇用契約を締結している場合。   

エ  企業内転勤 (Salarié en mission)  

フランス以外の国で設立された企業の従業員であり，同じ会社の事業所間

または同じグループの会社間の異動でフランスに滞在し， 3 カ月以上の雇用

契約があり， 3 万 3,579 ユーロ以上の年間総報酬を受け取る場合。  

オ  学術研究者 (Chercheur) 

 少なくとも修士号と同等の卒業証書を持っている者で，研究あるいは大学レ

ベルの教育を提供することを目的としてフランスに滞在する場合に，研究ま
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たは高等教育を任務として承認された公的または民間機関との間で契約を締

結していれば，才能パスポートを申請することができる。  

カ  その他   

「起業 (事業創出 )」「公共機関に認められた革新的なプロジェクト参画」「投

資家」「企業の執行役員」「芸術・文化関連職業」「国際的に著名な人物」の場

合に積極的に受け入れる外国人の対象となる。   

出所 : 労働政策研究報告書 NO.249（ 2022）より筆者作成  

 

 

（4）フランスにおける受入れの現状  

2008 年のフランス本国に居住する外国人は 372 万人(総人口の 5.8%)，

移民は 534 万人(総人口の 8.3%)である。外国人はフランス国籍を持た

ずにフランスに居住する全外国人がこれにあたる。これに対して，移

民は出生地及び国籍の二重の基準により定義される。つまり，移民は

現在，フランスに居住しているものの，外国において外国人として出

生した者により構成され，外国において外国人として出生した事実が

不変の特徴であり，フランス国籍を取得後もそのまま移民の一部とな

る 22。 

2020 年時点でフランス本国に居住する外国人は 510 万人(総人口の

7.6%)23，移民は 680 万人(総人口の 10.1%) 24である。フランスにおい

て「外国人」とは，フランス国籍を持たずにフランスに居住する全外

国人がこれに該当する。  

表 2-7 には入国理由別の滞在許可数を示した。経済的理由は 2015 年

の 20,628 人から 2019 年まで 38,671 人に増加した。2019 年まで学生

の滞在許可数は 2015 年の 70,023 人から 90,006 人に増加した。また，

表 2-8 は滞在許可の更新数を示し，経済的理由は 2015 年の 80,800 人

から 2019 年まで 103,028 人に増加した。新規の許可数は 20 万人台で

推移しており，更新数は 60 万から 70 万人台となっている。  

 

 

2 2  h t tp : //www.i nse e . f r / f r /me th o de s/de fau l t . a sp ?p a ge =de f i n i t io ns/ i mmi gre .h t m  

2 3  INSE E ,  L 'e s se nt ie l  su r . . .  l e s  i mmi gr és  e t  l e s  é t r a nge r s ,  Évo lu t i o n  de  l a  p o pul a t i o n  é t r a ngè re  e n  Fra nce  de  1921  à  

2020 ,  P o pu la t io n  é t r a ngè re .   

2 4  INSE E ,  L 'e s se nt i e l  su r . . .  l e s  i mmi gr és  e t  l e s  é t r a nge r s ,  Évol ut i o n  de  l a  p o pu l at io n  i mmi gr ée  e n  F r a nce  de  1921  à  

2020 ,  P o pu la t io n  i mmi gr é s .   
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表 2-7 新規入国理由別の許可数  

 

出所 :Les étrangers en France - Rapport au Parlement sur les données de l'année 

2019, p.58. 

表 2-8 許可証の更新数(入国理由別) 

 

出所 :Les étrangers en France - Rapport au Parlement sur les données de l'année 

2019, p.56. 

 

表 2-9 には，滞在理由，滞在許可期間別に人数を示した。また，表

2-10 には入国理由別の滞在許可数を示した。2019 年は，就労目的の入

国(経 済的理由)が 14.1%を占める一方で，家族移動と学生がほぼ同じ

許可数で，32.8%を占めている。2015 年以降の推移を見てみると，経済

的理由は 2015 年に 9.5%だったものが，年々上昇しているのがわかる。

その一方で学生が占める割合は一貫して 32%台であるのに対して，家

族移動は許可数が 9 万人前後で変わらず，割合は 2015 年の 41.4%から

一貫して下降している。  
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表 2-9 滞在理由，滞在可能期間別外国人数(2019 年 12 月 31 日時点， 

ストック) 

 
出所 :Les étrangers en France - Rapport au Parlement sur les données de l'année 

2019, p.51. 

 

表 2-10 入国理由別滞在許可数  

 
出所 :Les étrangers en France - Rapport au Parlement sur les données de l'année 

2019, p.55. 

 

（５）小括 

以上のように，現在のフランスの移民政策は，6 カ月間以内の季節労

働者を除けば，未熟練労働者の受入れを抑制し，フランスの経済・社

会発展への貢献度が高い外国人の高技能労働者については積極的に受

入れるという方向性をとっている。基本路線としては「選択的移民」

の受入という方針をとっており，高学歴，高度な資格，専門的な職業

経験を有する外国人は積極的に受け入れ，非熟練，低資格，低学歴の

者は様々な要件や条件を設けて受け入れを制限している。   
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フランスにおける雇用労働者の受入れにおいては，保有資格や職務

水準等に関する明確な基準は示されていない。雇用当局が労働市場の

状況等を勘案のうえ，採用する予定の外国人の職能や経歴，資格が求

人の職業に相応しいかどうかを申請毎に判断しているとみられる。  

専門家による移民政策の再検討を求める報告書が提出されており，

基本的な移民政策に関する方針の見直しを迫られている。特に，不法

滞在者に対して，本国送還か合法化するのかについて明確なルールが

ないために，年々不法滞在者が増加している現状がある。新規入国者

の手続きを含めた滞在許可の簡素化が求められている。 

その一方で，高度人材を十分に受け入れできていないため，高度な

専門的知識を持つ人材を戦略的に引き込む施策を模索している。統計

的手法を用いて産業別及び地域別に求められている人材を定量的及び

定性的に評価し，フランス経済が必要としている高度人材の人数を分

野別に割り当てる仕組みの導入がはじまっている。「才能パスポート」

を強化する一方で，非高度人材に対する労働許可証の簡素化，発行数

の抑制を目標としている。  

 

第５節 まとめ  

経済のグローバル化は，モノ，カネ，情報，ばかりでなく，ヒトの移

動も活発にする。しかしながら，どこの国もその国固有の歴史を背負

い，歴史的，社会的，文化的背景は大きく異なる。したがってドイツ・

フランスの移民政策も日本の移民政策と大きく異なるのは当然である

が，外国労働者の受入れに関する政策，高度人材ポイントの導入，外

国人労働者の社会統合の問題などの点から，日本が抱えている問題の

解決につながる方策についての共通点が明らかになった。それはドイ

ツの「専門人材」とフランスの「才能パスポート」が「選択的な移民」

政策を通じて，高学歴，高度な資格，専門的な職業経験を有する外国

人を積極的に受け入れている点である。この点を踏まえて，第Ⅰ章の

日本の高度外国人材政策の現状と比較し，以下，日本の高度人材政策

に対して４つの提案を示したい。  

 

①  ドイツは学士以上の専門技能を持つ，国内労働者の労働条件と同等

の給与水準である。第Ⅰ章の日本「高度人材ポイント」制度の提案

と同様に，年収条件は日本国民（学歴別に比較する）の年収水準と

同じレベルに設定することが望ましい。  
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②  フランスは最大 4 年間有効で，複数年滞在が可能な「才能パスポー

ト」居住許可が発行されている。日本でも高度人材のビザとして，

専門技能の分野によって，文科と理工科ビザの種類を別に設定し，

資格試験などを行い，在留資格や定住などに係る法の要件を緩和す

ることが必要である。  

③  「EU ブルーカード法」や「EU 第 5 次拡大による東欧諸国の加盟」

などにより，ドイツ，フランスでは EU 諸国の入国を許可する制度

を実施した。これと同様に，国家間と国内の都道府県間の違いはあ

るものの，日本でも大都会から小さな町に就職する場合，「高度人材

ポイント制」のポイント加算が可能になることが望ましい。これに

より大都市以外の中小企業にとって，高度人材の獲得・採用のチャ

ンスが高くなる。 

④  「社会統合の必要性」について，ドイツとフランスでは語学教育を

受講しなければならない。日本でも高度人材ビザを持つ家族に対し

ては，言語・社会科コースなどの支援が求められる。  

 

以上，中小企業のグローバル化に向けて，日本における外国人労働

者受入れに関する政策について，主に，高度外国人材を事例としてフ

ランスとドイツの事例について分析した。次の第Ⅲ章ではグローバル

人材の育成・活用に関する現状とその問題点を明らかにする。  
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第Ⅲ章 中小企業における労働者不足の問題とその 

解決策としての外国人労働者雇用 

 

 

第１節   はじめに  

中小企業白書（2018）において，従業員数過不足（DI）の推移を確認

すると，2009 年をピークに総じてマイナス方向に転じ，2013 年度末に

は全業種がマイナスに転じている。つまり，業種分野を問わず，すべ

ての企業にとって人材不足が深刻化していることがわかる。特に，サ

ービス業と建設業といった業種において数値が低くなっており，従業

員の不足が顕著に表れている。今後は日本の人口が一貫して減少して

いくことから，労働力人口の減少はさらに進むといえる（図 3-1）。 

 

 

図 3-1 業種別従業員数過不足 DI の推移  

出所 :中小企業，中小企業庁・（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」（ 2018）か

ら抜粋  

 

一方で，現在の日本の中小企業はグローバル化により，グローバル

人材の獲得・活用をめぐる国際的競争はますます激しくなっている。

激化するグローバル競争を背景として，日本の中小企業は専門技術・

高学歴人材の外国人労働者を積極的に採用するようになってきた。総

務省の「グローバル人材育成の推進に関する政策評価」（ 2017）におけ
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る「グローバル人材」に当てはまる新卒採用者数の変化（ 10 年間）を

みると，2019 年 10 月の外国人労働者数は約 146 万人であり，前年同

期比で約 1.81 万（14.2％）増加している（図 3-2）。海外事業に必要な

人材の確保状況は「どちらかといえば不足」，「不足」を合わせて全体

の 70.5%（690 社）となっている（図 3-3）。 

 

 

 
図 3-2 「グローバル人材」に当てはまる新卒採用者数の変化（最近 10 年間） 

出典：総務省「グローバル人材育成の推進に関する政策評価」（ 2017）から抜粋  

 

 
図 3-3 海外事業に必要な人材の確保状況  

出典：総務省「グローバル人材育成の推進に関する政策評価」（ 2017）から抜粋  

 

そこで，政府は中小企業の外国人労働者の採用における深刻な人手

不足を背景に，就労を目的とする新たな在留資格を設け，外国人労働

者の受入れを拡大しようとしている。  

法務省出入国管理局は，2012 年５月に高度外国人材（現行の外国人
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受入れの範囲にある者で，高度な資質・能力を有する認められる）の

受入れを促進するため，高度外国人材に対しポイント制を活用した出

入国在留管理上の優遇措置を講ずる制度を導入した。ここでは，高度

外国人材の活動内容を，「高度学術研究活動」，「高度専門・技術活動」，

「高度経営・管理活動」の 3 つに分類し，それぞれの特性に応じて，

「学歴」，「職歴」，「年収」などの項目ごとにポイントを設け，ポイン

トの合計が一定点数（70 点）に達した場合に，出入国在留管理上の優

遇措置を与えることにより，高度外国人材の受入れ促進を図ることを

目的としている。2023 年４月からは法務省出入国管理局は，特別高度

人材制度（J-Skip）を導入した。この制度は高度外国人材の中でもト

ップレベルの能力がある者の受入れを促進することを目的としている。

これまでの高度人材ポイント制とは別に，学歴又は職歴と，年収が一

定の水準以上であれば「高度専門職（１号）（2 号）」の在留資格を付与

し，“特別高度人材”として現行よりも拡充した優遇措置を認めるこ

ととなった。 

以上のように，近年，少子高齢化による人口減少という状況におい

て，外国人労働者の受入問題は日本にとって重要な検討課題となって

いることがわかる。また，前述のとおり，高度人材の必要性が高まっ

ており，こうした人材の確保が課題となっている。くわえて，外国人

労働者の増加により，多くの企業でグローバル人材の育成と活用が企

業の発展に欠かせない課題の一つとなっている。そこで，本章では日

本の中小企業における，グローバル人材の育成・活用に関する現状を

検証し，そこでの問題点を明らかにする。  

 

第２節 外国人雇用状況について  

2022 年度「外国人雇用状況」届出状況を国籍別にみると，ベトナム

が全体の 46 万人と 25.4％を占めている。次に，中国 38 万人（21.2%），

フィリピン 20 万人（11.3%）の順となっている（図 3-4）。 

また，外国人を雇用する事業所及び外国人労働者の状況をみると，

外国人を雇用する事業所数は 29 万 8,790 所，外国人労働者数は 182 万

2,725 人であり，2021 年 10 月末現在の 28 万 5,080 所，172 万 7,221

人に比べ，1 万 3710 所，9 万 5,504 人増加している。在留資格別にみ

ると，「専門的・技術的分野の在留資格」が 47 万 9,949 人で，前年か

ら 8 万 5,440 人（21.7％）増加している。また，「特定活動」が 7 万

3,363 人で，前年比 7,435 人（11.3％）増加し，「身分に基づく在留資
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格」が 59 万 5,207 人で，前年から 1 万 4879 人（2.6%）増加した。ま

た，「技能実習」は 34 万 3,254 人で，前年から 8,534 人（2.4％）減少

した。「資格外活動」のうち「留学」は 25 万 8,636 人で，前年から 8,958

人（3.3％）減少した（まえがきの図 2，図 3-5）。また。産業別外国人

労働者数をみると，「製造業」が最も多く，全体の 26.6%を占める。サ

ービス業 (他に分類されないもの)が 16.2%，「卸売業，小売業」が 13.1%

となっている（まえがきの図 3，図 3-6）。 

 

 

図 3-4 国籍別外国人労働者の割合  

出所：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（ 2022）から抜粋  

 

 

 

図 3-5 在留資格別外国人労働者数  

出所：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（ 2022）から抜粋  
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図 3-6 産業別外国人労働者数の割合  

出所：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（ 2022）から抜粋  

 

次に，在留資格別に従事する産業をみると，「専門的・技術的分野の

在留資格」では「製造業」22.4%，「卸売業，小売業」13.7%，「情報通信

業」及び「サービス業(他に分類されないもの)」がともに 11.8%となっ

ている。また，「技能実習」では，「製造業」が 48.9%となっている。「身

分に基づく在留資格」では，「製造業」が 27.6%，「サービス業(他に分

類されないもの)」が 24.7%となっている（表１）。このように，「技能

実習」での「製造業」において，外国人労働者の採用人数と外国人を

雇用する事業所数が増加したことを指摘できる。 

 

 

第３節  外国人労働者の獲得・採用・活用の仕組み 

（１）中小企業におけるグローバル人材の獲得・採用状況 

① 外国人留学生の就職・定着状況  

平田（2011）は，外国人留学生（工学系分野）を対象に日本企業への

就職志向に関するアンケート調査を実施した。そこでは，なぜ日本に

おいて就職しようとするのか，その志向性の強さを抽出するために，

日本で就職したい理由を 10 の質問項目にまとめ，主成分分析を行っ

た。この結果，以下の 3 つの成分が抽出された。第 1 主成分は，「日本

企業志向」であり，スキルや専門生，企業イメージの良さ，給与待遇

など企業の属性に関する成分である。次いで第 2 主成分は，「日本一般

志向」であり，日本でのキャリア形成，日本暮らし，希望する企業が

あるといった変数に関する成分である。最後の成分は「経験蓄積志向」

であり，留学や語学力に関する成分であった。また，インタビュー調
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査を通じて，日本の企業文化・働き方についての適応力や日本企業の

特殊なタスクを遂行できる人ほど，日本への就職志向と相関が高いこ

とを明らかにしている。 

次に，「外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査」（ 2015）で

は，外国人留学生の就職や，その後の企業への定着に関する課題を明

らかにし，就職率・定着率の向上や外国人留学生の受入増加に必要な

施策を検討している。まず，日本で就職した理由ないし就職したい理

由を問うたアンケート結果では，留学生は「将来日本企業の海外拠点

で働きたい」(43.0%)，「日本企業の人材育成は充実している」(39.2%)，

「日本語を使って仕事をしたい」(36.3%)と回答しており，環境や文化

など，仕事以外の条件を重視した回答が多くみられた。また，留学生

の就職先を決める際に重視している要素をみると，「外国人の採用に実

績がある」，「企業理念に共感できる」，「職場環境や社風があう」を重

視する人は，希望する勤続年数が長く，「優れた技術・ノウハウを身に

付けることができる」，「年収が高い」，「福利厚生が充実」，「知名度が

高い，ブランドイメージ」を重視する人は短い傾向が見られることを

明らかにしている。 

同様に，「2023 年卒外国人留学生の就職活動状況に関する調査」（ 2022）

によると，留学生が日本での就職を希望する理由として最も多いのは

「生活環境に慣れているから」であり，次に「日本語能力を活かせる

から」であった。日本企業に対して抱いているイメージとしては，「社

員研修が充実している」，「高い日本語力が求められる」，「福利厚生が

整っている」などが高く，安心して働ける環境があると捉えているこ

とがわかる。就職先企業を選ぶ際に重視する点と希望する働き方につ

いては，「将来性がある」(54.4%)が最も多く，次に「給与・待遇が良

い」(46.4%)であった。 

さらに，「若年者の離職理由と職場定着に関する調査」（ 2007）の調

査によると，就職中の高度外国人材が就職時に重視した条件として，

「仕事の内容」を最も重視していることがわかる。次に「会社の将来

性・安定性」，「昇進やキャリアの将来性」，「能力開発の機会」と続く。

また，定着のための施策として重視する条件については，「本人の希望

を活かした配置を行う」，「仕事と家庭の両立支援を充実させる」，「自

己啓発に関する支援制度の実施」の３つの比率が高い。以上の既存研

究から，外国人留学生の就職志向については，将来性がある会社で，

本人の希望に合致した仕事と昇進のチャンスがあり，仕事と家庭の両
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立ができる仕事を求めていることがわかる。 

 

②  中小企業におけるグローバル人材の獲得・定着状況  

小坂（2018）は多文化共生の視点から，外国人労働者を中小企業に

おいてどのように獲得し活用していくかについて指摘している。具体

的には，外国人労働者の受け入れについて検討もしていない事業所が

未だに多いことから，外国人労働者の活用に向けた経営者等の意識改

革が必要となる点や，企業，教育機関，行政の産学官がともに協調し

て，定住外国人を含めた誰もが活躍できる地域づくりを目指す点が，

地域の中小企業が優秀な外国人人材を獲得するカギとなることを明ら

かにした。あわせて，今後の人口減少社会において，多くの中小企業

が人材の確保に悩み，中小企業の大廃業時代が来るだろうと予想して

おり，そのような状況の中で，外国人労働者の有効活用を図ることは

中小企業の生き残り戦略の一つの選択肢となりえることを指摘してい

る。 

また，遠原（2013）は，多くの中小企業において依然として留学生

の採用が停滞気味である点を指摘している。労働人口の減少によって，

グローバル人材の確保が難しくなる中，留学生に着目することは重要

である。すでに留学生を採用している中小企業でも，彼らのキャリア

観と強い帰国願望を理解できていないことによって，戦力として十分

に活用しきれていないケースが多いことが示されている。これに関し

て，杉田（2020）は外国人労働者を雇用する際には，外国人に対して

社内での役割を明確に示すこと，彼らが理解・納得できる給与制度や

客観的かつ公正性のある人事・評価制度を導入することが重要である

と指摘している。 

さらに，守屋（2018）では，外国人の高度人材の獲得について，日本

とシンガポールを比較しながら，日本は外国人高度人材を受け入れる

体制が未整備であり，外国人の高度人材を世界から日本へ誘致してゆ

くためには，医療，生活，年金，子弟の教育等々の面を含めたサポー

ト体制を，企業レベル，国レベルで整えてゆくことが大切であると述

べている。特に，社会レベル・国家レベルでの制度改編には時間がか

かるため，まずは，企業レベルにおいて，優秀な外国人人材に日本企

業において長く働いてもらうため，健康保険面，医療面，精神面，住

居面，労働時間面，余暇面，子弟の教育面での人事・総務部門のスタ

ッフによる様々なきめの細かいサポートがとても大切になっている点
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を明らかにした。 

次に，「企業の外国人雇用に関する分析」（ 2019）では，労働市場に

おいて起きている変化のうち，人手不足感などを背景に増加が見られ

る外国人材(高度人材と新卒留学生 )に着目し，外国人材の定着率に影

響を与えている要因を分析した。その結果，外国人材とのコミュニケ

ーションが容易な企業ほど定着率が高い傾向がみられる点を指摘して

いる。高度外国人材の定着のためには，年功にとらわれない昇給・昇

進の促進することであり，新卒留学生については日本語教育等の取組

の重要性が示唆されている。 

以上の既存研究から，企業における外国人労働者を雇用する際には，

理解・納得できる給与制度や客観的かつ公正性のある人事・評価制度，

健康保険面，医療面，精神面，住居面，労働時間面，余暇面，子弟の教

育面などサポート面が充実していることが求められる。高度外国人材

の定着のためには，年功にとらわれない昇給・昇進の促進，日本語教

育等の取組の重要性が指摘できる。 

 

（2）中小企業におけるグローバル人材の育成  

次に，守屋（2017）は中小企業勤務の外国人材へのヒアリング調査

と関西の中小企業に対する調査に基づいて，優秀な外国人材を獲得す

るためには，どのような採用・雇用・キャリア開発・定着化をはかる

べきかを明らかにしている。ヒアリング調査によって，いかに中小企

業が外国人材のキャリア開発・能力開発を重視して実施するかが，そ

の後の人材定着期間を決める要因となることを指摘している。具体的

に，キャリア開発・能力開発としては，①外国人材に対する日本語・

日本的ビジネスマナー・日本文化の理解や，②会計・経理，国際貿易

実務，マーケティングといった専門性を高める能力開発がある点を指

摘している。また，2017 年現在，ベトナムと日本の給与水準(円ベー

ス)を比較すると，日本のほうが 3 倍以上の月収・年収を獲得できるこ

とから，ベトナム人留学生にとって，日本の中小企業は魅力的である

点を指摘している。給与水準に差がある場合，ベトナム人の優秀な理

系分野の外国人材を日本の中小企業が採用できるチャンスがある。し

かし，北京や上海などの発展した都市の給与は，日本の給与に迫って

おり，日本での就職は魅力的ではなくなっていることも指摘している。

ここから，外国人材の雇用において大切なことは，報酬管理が公正か

つ適正におこなわれることであることがわかる。日本の中小企業に就
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職した外国人材のヒアリング調査からも，日本の中小企業において報

酬管理の公正性・適正性への不満が聞かれたことが指摘されている。

例えば，「外国人材の母国では，職務主義がとられており，仕事を基準

としたその仕事のパフォーマンスによって評価されるべきである」と

いう意見が示されている。したがって，日本の中小企業においても，

経営者がぶれない評価基準をつくり，外国人材から評価結果にもとづ

く賃金について聞かれても客観的かつ納得性をもって説明できるよう

にしていくことが，外国人材の信頼を勝ち取り，定着化をはかる基本

である点を指摘している。さらには，日本の中小企業の外国人材への

福利厚生面のサポートに関して，本人の母国への帰国費用や家族の呼

び寄せ費用への金銭的サポート，ならびに女性の外国人材への育児・

出産面での独自の福利厚生が重要な関心事項となっており，外国人の

家族へのサポートが外国人材の定着化をすすめる上で，大切な事柄で

あることを指摘している。 

くわえて，守屋（2019）は企業の事例を示しながら，日本の中小企

業の外国人材の採用・活用・定着化への示唆を行っている。そこでは，

第一に，ロースキルの外国人材の活用を通して，日本の中小企業の外

国人材受け入れの社風を確立し，その後，ハイスキルな外国人材の受

け入れをおこなうことの有効性を示している。第二に，日本の中小企

業においても優秀なハイスキル人材の定着において，外国人材へのキ

ャリア開発・能力開発や公正な報酬管理の確立が，重要である事を指

摘している。高度外国人材として，両親の呼び寄せも可能となってい

るが，高度な外国人材のレベルが高すぎる点が問題であり，高度外国

人材のポイント制度を実態にあわせて引き下げる検討をおこなうこと

も必要であろうと述べている。 

次に，船越（2019）は，日本企業において，入社時点で国際的な素地

がなかったにも係わらず，グローバルに活躍している人材は，どのよ

うな経験を乗り越え，活躍できるようになったのかを研究課題として，

駐在経験の有無に着目し，その有無がグローバル人材の育成過程に何

らかの差異や影響を与えるのかについて考察している。その結果，国

際的な活躍に至る「経験」の質や「乗り越え」のプロセスに駐在経験

の有無による差異を明らかにした。しかし，その差異に優劣なく，日

本企業で国際的に活躍するグローバル人材の育成には，先行研究の多

くが言及する駐在経験の有無は重要でない点を指摘している。  
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第４節 まとめ  

以上のように，これまでの既存研究を通して，日本の中小企業にお

けるグローバル人材が不足している現状が明らかになった。一方，外

国人労働者は中小企業への就職意識が強くなっていることから，グロ

ーバル人材を獲得するためには，企業のイメージを維持し，就職する

メリット，年収などを具体的に伝える努力が求められていることが明

らかとなった。また，外国人留学生・グローバル人材の育成・活用に

ついては，様々な対応を実施していく必要があることも明白であろう。 

ここで，外国人留学生は就職活動をする際に，将来性がある会社で，

本人の希望に合致した仕事と昇進のチャンスがあり，仕事と家庭の両

立ができる仕事を求めている。また，外国人労働者を雇用する際に，

外国人に対して社内での役割を明確に示すこと，彼らが理解・納得で

きる給与制度や客観的かつ公正性のある人事・評価制度，健康保険面，

医療面，精神面，住居面，労働時間面，余暇面，子弟の教育面などの

サポート面が重視している点を求めている。くわえて，グローバル人

材は日本企業の環境や文化を重視し，高い年収，福利厚生の充実，職

場環境，仕事内容，昇進やキャリアの将来性について着目しているこ

とがわかった。また，報酬管理の公正性・適正性や年功にとらわれな

い昇給・昇進の促進，女性の外国人材と外国人の家族へのサポート，

新卒留学生の日本語教育の有無が求められていることが明らかとなっ

た。 

以上を踏まえて，第Ⅳ章と第Ⅴ章では，中小企業のグローバル人材

育成・活用についての実証的な研究に取り組み，外国人高度人材を獲

得後の中小企業が外国人労働者に対して，どのような人材マネジメン

ト手法が企業の人材を育成するのかについて深掘りしたい。具体的に

は，外国人留学生とグローバル人材に対する就活情報の提供のあり方

を検討していく。また，外国人採用における必要な情報と人材採用活

動を詳しく検証し，グローバルの採用・活用に向けたシステムを提示

したい。 
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第Ⅳ章 中小企業におけるグローバル人材の獲得 

−アンケート調査からみる− 

 

 

第１節 はじめに  

（１）問題の所在  

現在，政治・経済をはじめ様々な分野でグローバル化が加速度的に

進展している。市場での競争が激しさを増し，企業においてはさらな

る生産性の向上が必要となり，優秀な高度外国人材の活用が課題とな

っている（「新成長戦略」2010）。そのようななか，世界は高度人材の

獲得競争の最中にあり，日本企業も諸外国の高度人材から選ばれるこ

とが必要に迫られている（「企業における高度外国人材活用促進  事業

報告書」2010）。グローバル人材の獲得は企業発展の一つの課題となっ

ており，課題解決のためには，日本で働きたいと思える魅力ある環境

を整備していく必要がある。これに関して，これまで政府は「高度外

国人材の卵」である留学生に着目し，2008 年より「留学生 30 万人計

画」などを通じて積極的な呼び込みを推進してきた。その結果，2019

年に 31 万人に達した。2019 年現在，その数は順調に増えているもの

の，一方で留学生が日本の企業に就職する割合は 37％に留まっている。 

 

（２）既存研究の結果 

日本学生の就職志向について，長谷川（2018）は，私立大学生の就

業意識における性別・分野の差異に関するアンケート調査を行った。

学部１年生と２年生の就職意識の特徴を明らかにするために，性別，

分野別に分析した。その結果，全体的に「具体的な仕事の内容・やり

がい」，「休日・育休等の制度面」，「企業の雰囲気・社風」を重視する

傾向が見られることを明らかにしている。また，企業の雰囲気・社風

が将来性や人間関係面と関係が認められたこととマイナビ調査におい

て「楽しく働きたい」であったことをみても，彼らにとって，楽しく

働くための雰囲気や人間関係を構造できるかが重要な項目であること

を示された。 

「就職白書 2023 データ集」（2023）では，日本学生（大学生と大学院

生）が「就職活動で知りたいと思っていたもの /知ることができたもの」

について，最も知りたいことが「勤務地」ということである。次に，

「具体的な仕事内容」，「経営方針・事業戦略」と続く。「マイナビ 2025
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年卒大学生就職意識調査」（2024）の調査によると，日本学生（大学生

と大学院生）が企業の選択要因として，「安定している会社」が 49.9％

で６年連続最多であった。次に，「自分のやりたい仕事（職種）ができ

る会社」，「給料が良い会社」と続く。「給料が良い」も３年連続で増加

した。また，就職観について，「楽しく働きたい」が最も多く，次に「個

人の生活と仕事を両立させたい」であった。  

以上の既存研究から，日本の学生は安定性がある会社で，自分のや

りたい仕事（職種）ができて，勤務地や休日・育休等の制度面，企業

の雰囲気・社風と企業の経営方針・事業戦略について重視することが

指摘された。 

外国人労働者の既存研究の結果について，第Ⅲ章では，「外国人留学

生の就職志向」と「外国人材の就職定着状況」を考察した。その結果

をみると，グローバル人材は，日本企業の環境や文化を重視し，年収

が高い，福利厚生が充実し，職場環境，仕事内容，昇進やキャリアの

将来性について着目していることがわかる。また，報酬管理の公正性・

適正性や年功にとらわれない昇給・昇進の促進，女性の外国人材と外

国人の家族へのサポート，新卒留学生の日本語教育の有無が指摘され

ている。しかしながら，上記に示した既存研究ではグローバル人材に

対して，①就職後の在留資格の種類に対する言及がない。また，②就

職活動経験（新卒留学生と在職中のグローバル人材）の有無の差によ

る特長を考察しておらず，③高度人材の学歴の差についても考慮して

ないことがわかった。また，アンケート調査やインタビュー調査の対

象者の数（200 人前後）が少なく，さらなる追加調査が必要と考えられ

る。 

 

（3）研究目的 

以上を踏まえて，本章では，①新卒者または在職中，②企業の福利

厚生や在留資格取得状況，③学歴の観点からグローバル人材が日本企

業に就職する際に重視する要件について明らかにする。さらに，その

結果に基づいて企業の人材獲得手段について改善策を提案する。なお，

本研究ではグローバル人材を「日本の大学や大学院を卒業 /修了した，

高学歴の外国人留学生」と定義している。いわゆる，高度外国人材（高

度人材）と同義と捉える。調査方法としては，グローバル人材に対す

るアンケート調査を実施した。調査概要については以下のとおり。 
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調査日： 2023 年 5 月 10 日（水）〜6 月 30 日（金），10 月 30 日（月）

〜11 月 30 日（木） 

調査対象：大阪経済大学に在籍する全外国人留学生（ 116 名），筆者の

個人的繋がりに基づく日本に就職している外国人労働者

（41 名），および日本に在学中の外国人留学生（ 73 名）の

合計 230 名を対象とした。 

調査方法：以下の 2 つの方法を用いた。 

①  Web サイトのアンケートフォームを作成し，WeChat またはメール

で送信により，Web 画面から直接入力し，提出する方法。 

②  自記式調査法。（具体的には，就職ガイダンス終了後に外国人留学

生全員へ質問紙を配布し，退室時にそれぞれ回収を行った。）  

回答数は 107 名であり，回収率は 46.5％であった。 

 

第２節 回答者の属性 

回答者 107 名のうち，男性は 39 名，女性は 68 名である。国籍は中

国 95 名，ベトナム 11 名である。また，年齢は 20 歳未満１名，20 代

65 名，30 代 38 名，40 代 1 名，50 代 1 名，60 代以上１名である。  

日本での最終学歴については，高等学校 2 名，専修各種学校 4 名，大

学 33 名，修士課程 58 名，博士課程（学位未取得と学位取得）9 名，そ

の他（日本語学校）1 名であった（表 4-1）。    

回答者の専攻分野をみると，人文科学 22 名，社会科学 70 名，理学 1

名，工学 8 名，農学，保健 1 名，教育学 1 名，看護・福祉・保育 3 名

であった（表 4-2）。学歴では，修士（54.2%）が最も多く，専攻分野は

社会科学（65.4%）が最も多い。 

 

表 4-1 回答者の最終学歴 

 
出所：アンケート結果より筆者作成  
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表 4-2 回答者の専攻分野 

 

出所：アンケート結果より筆者作成  

 

回答者の日本での滞在年数については，3 ヶ月未満 1 名，6 ヶ月以上

～1 年未満 1 名，1 年以上～2 年未満 12 名，2 年以上～4 年未満 27 名，

4 年以上～6 年未満 25 名，6 年以上～8 年未満 17 名，8 年以上 24 名で

あった（表 4-3）。回答者の滞在年数は「 2 年以上〜4 年未満」が 25.4％，

「4 年以上〜6 年未満」が 23.4%，「8 年以上」が 22.４％であり多数を

占めている。 

 

表 4-3 回答者の滞在年数 

 

出所：アンケート結果より筆者作成  

 

回答者の就職の現状をみると，「現在働いている」34 名が最も多く，

次いで「これから就職活動を行う予定である」29 名が多い（表 4-4）。 
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表 4-4 回答者の就職現状 

 

出所：アンケート結果より筆者作成  

 

第 3 節 グローバル人材の就職先の選択要因  

（1）回答者の企業情報の入手経路  

「2023 年卒外国人留学生の就職活動状況に関する調査」（ 2022）によ

ると，外国人留学生が活用している就職活動の情報源について，「日本

国内学生向け就職サイト」(66.9%)が最も多く，これに「留学生向け就

職サイト」(64.8%) が続き，多くの外国人留学生が就職サイトを広く

活用していることが示されている。また，「企業ホームページ」(45.1%)，

「留学生向けの就職イベント」(43.5%)となり，様々な手段を用いて情

報収集を行っていることがわかる。さらに，「外国人留学生／高度外国

人材の採用に関する企業調査」（2018）では，海外大学卒の外国人材採

用のための施策として最も多かったのが「自社ホームページでの告知」

であり，次いで「大学以外で開催する合同企業説明会 (会場型)」であ

った。 

本研究でも，独自にアンケート調査を実施したところ，就職活動す

る際の企業情報の入手経路については，「インターネットの求人情報サ

イト」が 85％（91 名）で最も多かった。大半の回答者がインターネッ

トから求人情報を入手していることがわかる。これは，既存研究の結

果と同様の結果を示す。次いで，「大学の就職部等への求人票・チラシ・

ポスター」が 37.4％（39 名）を占めた（図 4-1）。 

一方，「公的機関が主催する合同会社説明会」10.3％（11 名），「採用

選考の面接での情報」は 7.5％（8 名），「OB・OG からの選考とは無関

係な面談での情報」は 4.7％（5 名）であった。 
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図 4-1 就職活動する際の企業情報入手経路  

出所：アンケート結果より筆者作成  

 

（2）回答者全体にみる選択要因  

表 4-5 は，グローバル人材が就職先を決定するにあたり，どのよう

な点を重視しているのかについて５段階尺度で回答した結果を示して

いる。その結果，「5.福利厚生が充実している（4.30）」，「6.残業が少

なく，休暇が取れるなどのワークライフバランス（4.14）」，「12.職場

環境や社風が合う(4.11)」，「15.自分のやりたい仕事ができる (4.11)」

といった要素が重視される傾向がみられた。 

 

表 4-5 就職先を決めるにあたって重視している要素（回答者全体）  

 

出所：アンケート結果より筆者作成  

就職先を決める要素 平均値 標準偏差

1.企業の知名度が高い、ブランドイメージがよい 3.43 1.166

2.企業規模が大きく、安定性している 3.88 1.079

3.企業の成長可能性 4.06 1.080

4.年収が高い 3.96 1.081

5.福利厚生が充実している 4.30 0.934

6.残業が少なく、休暇が取れるなどのワークライフバランス 4.14 1.085

7.仕事と家庭が両立できる 3.92 1.125

8.外国人の採用に実績がある 4.09 1.217

9.企業内で外国人社員の在職人数が多い 3.20 1.377

10.希望する勤務地で働ける 4.07 1.127

11.仕事の内容に興味・関心を持てる 3.99 1.137

12.職場環境や社風が合う 4.11 1.003

13.グローバルな仕事ができる 3.79 1.035

14.自分の能力を高めキャリアアップにつなげられる 3.91 1.170

15.自分のやりたい仕事ができる 4.11 1.022

16.就職したい会社の業種 3.76 1.243

17.就職後の在留資格の種類 3.98 1.189
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一方，選択要因として，低い要素は「 16.就職したい会社の業種

（3.76）」，「1.企業の知名度が高い，ブランドイメージがよい（3.43）」，

「9.企業内で外国人社員の在職人数が多い（3.20）」の項目は低く，

あまり重視されない傾向がある。  

詳細に分析すると，とても重要であると感じている要素として「 5.

福利厚生が充実している」が 54.２％（58 名），「8.外国人採用に実績

がある」が 52.3％（56 名）といった要素が高い傾向がみられた（表 4-

6）。また，どちらともいえないと感じている要素として「 1.企業の知

名度が高い，ブランドイメージがよい」が 33.6%（36 名)，「9.企業内

で外国人社員の在職人数が多い」と「13.グローバルな仕事ができる」

が同じで 29.0%（31 名）と高い傾向にある。  

「 9.企業内で外国人社員の在職人数が多い」，「 11.仕事の内容に興

味・関心を持てる」については，重要であると考える回答者が多いも

のの，重要ではないと考える回答者も他の要素と比較して多く二分す

る傾向がみてとれる。  

 

表 4-6 就職先を決めるにあたって重視している要素（回答者全体）  

 

出所：アンケート結果より筆者作成  
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（3）回答者の就職状況と就職先を決める要素との関連  

在職中の者が就職先を決めるにあたって重視している要素として，

「とても重要である」と答えた項目は，「6.残業が少なく，休暇が取れ

るなどのワークライフバランス」が最も多く 52.9%を占めるという結

果であった。続いて「10.希望する勤務地で働ける」が 50％であった。

また，「8.外国人の採用に実績がある」と「 15.自分のやりたい仕事が

できる」がそれざれ 44.1%と 41.2%であった。 

一方，「全く重要ではない」と答えた項目では，「9.企業内で外国人

社員の在職人数が多い (32.4%)」「8.外国人採用に実績がある (17.6%)」

が多くを占める結果となった（表 4-7）。 

 

表 4-7 就職先を決めるにあたって重視する要素（在職中の者のみ）  

 

出所：アンケート結果より筆者作成  

 

次に，「就職活動を行わなかった（行う予定はない）」と回答した者

が「就職先を決めるにあたって重視している要素」として「とても重

要である」と考えている項目としては，「5.福利厚生が充実している」
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が 73.9%と最も多かった。次に，「3.企業の成長可能性」が 65.2%であ

った。その他，「6.残業が少なく，休暇が取れる」と「 12.職場の環境

や社風が合う」が同じ 60.9%となった (表 4-8)。 

 

表 4-8 就職先を決めるにあたって重視する要素（日本で就職活動を

する予定がない者） 

 

出所：アンケート結果より筆者作成  

 

次に，「就職活動をした結果，内定をもらえた」，「就職活動をしたが，

内定をもらえていない」「これから就職活動を行う予定である」と回答

した者が「就職先を決めるにあたって重視している要素」として，「と

ても重要である」と考えている項目は，「8.外国人の採用に実績がある」

が 58%と最も多い回答となった。続いて，「5.福利厚生が充実している」

が 56%，「17.就職後の在留資格の種類」が 54%，「11.仕事の内容に興味

関心を持てる」と「 12.職場環境や社風が合う」が 48%という結果であ

った。「全く重要ではない」と答えた項目としては，「9.企業内で外国

人社員の在職人数が多い」が 14%と多く，次に「14.自分の能力を高め

キャリアアップにつながる」が 8%であった（表 4-9）。 
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表 4-9 就職先を決めるにあたって重視する要素（就職活動の経験が

ある者もしくはその予定である者）  

 

出所：アンケート結果より筆者作成  

 

このように，在職中の人は，他のグループ（就職活動の経験がある

者もしくはその予定である者と日本で就職活動をする予定がない者）

の人よりも「全く重要ではない」，「あまり重要ではない」と選択する

人の割合が高いという結果が示された。これは長年企業に務めてきて

結果，何が重要で何が重要でないかがわかってきていることが影響し

ていると考えられる。就職活動をしない人や就職活動をする人にはそ

の判断かまだできないことを指摘できる。  

また，グローバル人材にとっては，中小企業に外国人社員の在職人

数が多いことや採用実績が多いことはそれほど重視しておらず，グロ

ーバル人材が少ない中小企業にとっても，採用にあたって不利になら

ないことを指摘できる。さらに，残業を少なくして，勤務地を選べる

ようにして，自分のやりたい仕事ができるように配慮してあげれば，

グローバル人材を雇用できる可能性が高いという結果が読み取れる。  
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（４）学歴と就職先を決める要素との関連 

学歴と就職先を決める要素には，学士と修士以上の回答者が一致し

ている項目が多くみられた。「とても重要である」と回答した項目につ

いては，「6.残業が少なく，休暇が取れるなどのワークライフバランス」，

「5.福利厚生が充実している」，「8.外国人の採用に実績がある」の３

項目の傾向が一致していた。一方で，「1.企業の知名度が高い，ブラン

ドイメージがよい」，「9.企業内で外国人社員の在職人数が多い」，「16.

就職したい会社の業種」をとても重要と考えている割合は学士・修士

以上ともに少ない（表 4-10）。 

 

表 4-10 学歴別と就職先を決めるにあたって重視している要素  

 

出所：アンケート結果より筆者作成  
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学士のみの特徴では ，「 2.企業規模が大きく ，安定性している

（13.9%）」，「13.グローバルな仕事ができる（11.1%）」についてあまり

重視しておらず，「3.企業の成長可能性(47.２％)」といった項目を重

視している結果となった。  

修士以上の回答者の特徴としては，「 17.就職後の在留資格の種類

（53.7％）」，「12.職場環境や社風が合う（50.7%）」，「7.仕事と家庭が

両立できる（46.3%）」といった項目をとても重視している結果となっ

た。また，「あまり重要ではない」の項目のなかで「11.仕事の内容に

興味・関心を持てる」が最も多く 13.4%と占めた。 

このことから学歴別にみると，学士は企業の成長可能性が高い企業

に着目し，企業規模・安定性やグローバルな仕事には関心が低いこと

がわかった。修士以上は就職後の在留資格の種類，職場環境と社風，

仕事と家庭が両立について条件が注目されており，仕事の内容につい

ては興味・関心が低いことがわかった。  

 

 

第４節 日本企業の人材獲得手段についての改善策  

既存研究の結果では，グローバル人材は日本企業の環境や文化を重

視し，年収が高い，福利厚生が充実し，職場環境，仕事内容，昇進や

キャリアの将来性について着目していたが，本調査では，グローバル

人材は年収や，企業内で外国人社員の在職人数が多いことをそれほど

重視しておらず，グローバル人材の少ない中小企業にとっても人材の

獲得ためのチャンスがあることが明らかになった。また，修士以上の

グローバル人材は就職後の在留資格の種類に関する条件を重視してい

ることから，学歴によって，人材獲得のアプローチを変えることの必

要性がある点が明らかになった。以上の結果を受けて，筆者は日本企

業のグローバル人材を採用の取り組みにおいて以下の３点について改

善策を提示したい。  

 

１．福利厚生・ワークライフバランスの重視  

グローバル人材は会社の業種，企業の知名度，企業内で外国人社員

の在職人数が多いことはそれほど重視していない。これはグローバル

人材が少ない中小企業にとっても，採用にあたって不利にならないこ

とを指摘できる。また，大半のグローバル人材がインターネットから

求人情報を入手しており，中小企業にとっても自社の良い就職条件を
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いかに知ってもらうが重要であり，情報が届けばグローバル人材を雇

用できる可能性が高いことが明らかになった。  

 

２．在留資格取得へのサポートの充実  

就職活動の経験があるグローバル人材には，外国人の採用に実績が

あり，福利厚生が充実し，就職後の在留資格の種類，仕事の内容，職

場環境や社風が合う条件を重視することが明らかになった。一方，企

業内で外国人社員の在職人数が多く，自分の能力を高めキャリアアッ

プにつながる点については重視しないことが示された。ここから，企

業にとっては，グローバル人材に就職活動する際に就職後の在留資格

の種類と外国人の採用に実績に関する政策が注目されることが重要で

ある。また，在職中のグローバル人材に対しては，残業が少なく，休

暇が取れるなどのワークライフバランス，希望する勤務地で働き，外

国人の採用に実績があり，自分のやりたい仕事ができることを重視し

ているため，残業を少なくして，勤務地を選べるようにして，自分の

やりたい仕事ができるように考慮してあげれば，グローバル人材を雇

用できる可能性が高いという結果が示された。  

 

３．学歴別の異なる対応策の実施  

学歴と就職先を決める要素について，学士のグローバル人材は，企

業規模が大きく，グローバルな仕事ができることをあまり重視してお

らず，企業の成長可能性を重視していた。修士以上のグローバル人材

は，就職後の在留資格の種類，職場環境や社風が合う，仕事と家庭が

両立できるということをとても重視することがわかった。企業はグロ

ーバル人材の獲得時には，学歴に対して異なる就職条件を示すことで

マッチングすることが必要である。  

 

第 5 節 まとめ 

本章は外国人留学生と就職中のグローバル人材に就職先を決めるに

あたって重視している要素について，アンケート調査から明らかにし

た。アンケート調査の結果，まず第１に，グローバル人材は福利厚生・

ワークライフバランスを重視している。また，在留資格取得へのサポ

ートが充実している点や，学歴別の異なる対応策が必要であることが

明らかとなった。さらに，グローバル人材は高い年収と外国人社員の

在職人数が多いことはそれほど重視しておらず，グローバル人材少な
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い中小企業にとって人材の獲得ためのチャンスがある結果が見られた。

中小企業にはインターネットで自社の良い就職条件を公表し，グロー

バル人材を雇用できる可能性ことが高いと明らかになった。  

第２に，就職活動の経験があるグローバル人材に対しては，外国人

採用の実績があり，福利厚生が充実し，就職後の在留資格の種類，仕

事の内容，職場環境や社風が合う条件が重視することがわかる。企業

にとって，グローバル人材の採用活動をする際には，就職後の在留資

格の種類と外国人の採用の実績に関する政策が注目されることが重要

である。また，在職中のグローバル人材に対して残業を少なくして，

勤務地を選べるようにして，自分のやりたい仕事を与えれば，グロー

バル人材を雇用できる可能性が高いという結果が示された。  

第３に，学士に対して企業の成長可能性が高い企業に注目し，企業

規模やグローバルな仕事に対しては，関心が低いことがわかった。修

士以上のグローバル人材には在留資格の種類，職場環境と社風，仕事

と家庭の両立についての条件が重要である。さらに，企業は人材獲得

時に，学歴に対して就職条件をマッチングさせることが必要と提示し

た。 

このように，中小企業ではインターネットで自社の良い就職条件を

公表し，採用活動をする際に就職後の在留資格の種類と外国人の採用

に実績に関する政策をアピールし，在職中のグローバル人材に対して

残業を少なくして，勤務地の選択や自やりたい仕事の希望に沿った業

務を任せてもらうようにすることが重要である。また，修士以上のグ

ローバル人材には在留資格の種類，職場環境と社風，仕事と家庭が両

立について条件が重要であり，企業は人材を獲得時に，学歴に対して

就職条件がマッチングすることが重要と考えられる。  

一方，本章の結果をみると，日本学生と同様に，グローバル人材も

自分のやりたい仕事ができて，福利厚生が充実し，企業の雰囲気・社

風が合う条件を重視することが示した。また，希望する勤務地につい

ては，日本学生の方が最も重視し，グローバル人材の中では在職中の

みが重視している。さらに，新卒グローバル人材にとって，就職活動

をする際に，企業の勤務地（立地）には関心が低いことがわかった。

つまり，グローバル人材は就職企業の地域の選択肢が広い点が指摘さ

れた。 
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第Ⅴ章 中小企業におけるグローバル人材の育成・活用 

−高度外国人材へのインタビュー調査から− 

 

 

第 1 節 はじめに 

（1）問題の所在  

これまでの検討から，日本の中小企業においてグローバル人材が不

足している現状が明らかになった。第Ⅲ章では，外国人労働者の既存

研究の結果から中小企業におけるグローバル人材の定着・育成状況に

ついて考察したが，外国人労働者の間で中小企業への就職意識が高ま

っており，グローバル人材を獲得するためには，企業のイメージの維

持や就職するメリット，年収などを具体的に伝えるなどの努力が求め

られていることが明らかとなった。 

また，既存研究の結果をみると，グローバル人材は，日本企業の環

境や文化を重視し，年収が高い，福利厚生が充実し，職場環境，仕事

内容，昇進やキャリアの将来性について着目していることがわかった。

さらに，中小企業が外国人材定着期間を決める要因として，キャリア

開発・能力開発や報酬管理の公正性・適正性や年功にとらわれない昇

給・昇進の促進，女性の外国人材と外国人の家族へのサポート，新卒

留学生の日本語教育の有無が指摘された。また，外国人材に対する日

本語・日本的ビジネスマナー・日本文化の理解や会計・経理，国際貿

易実務，マーケティングといった専門性を高める能力開発がある点を

示された。 

 

（2）研究目的 

以上を踏まえて，本章では，中小企業のグローバル化展開のために，

グローバル人材の育成・活用に関する現状を検証し，そこでの問題点

を明らかにする。具体的には，外国人材獲得後の中小企業において，

どのような人材マネジメント手法が外国人労働者の人材育成に有効な

のかを検証する。また，中小企業の在職グローバル人材を対象として，

就職活動する際の企業選択の要因と入社後のグローバル人材の労働状

況を分析し，グローバル人材の優位性を最大限に発揮するための，グ

ローバル人材の育成方法について考察することを目的としている。本

章でもグローバル人材を「日本の大学や大学院を卒業 /修了した，高学

歴の外国人留学生」と定義する。 
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研究手法としては，グローバル人材（日本で働く正社員）にインタ

ビューを実施した。インタビューの調査対象は，日本の大学または大

学院を卒業した外国人とした。インタビュー方法は，一般的な「半構

造化インタビュー」を用いた。 

①  調査目的：日本での就職経験，メリット，キャリア形成のイメージ

など調査する 

②  調査対象者：日本で就労している外国人労働者  

③  調査方法：直接インタビュー(インターネット形式) 

④  調査日：2021 年 6 月から 2021 年 9 月まで。 

⑤  調査人数：20 人 

 

第 2 節 調査者の属性 

（1）インタビュー調査の基本情報  

 調査対象の基本情報について，性別，年齢，国籍，日本での就労年

数などを調査し，就職したい会社の基本資料を就職前にどのように入

手したかなどを分析した。また，入社の時期，入社の理由，就職を決

意した理由・動機などを調査した。具体的な調査内容には，給料，休

暇，ビザ，就職キャリアなどが含まれる。  

 

表 5-1 調査協力者属性一覧 

 
出所：インタビュー結果より筆者作成  
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表 5-1 のとおり，大阪，東京，京都，北海道，福岡の 5 地域の中国

人労働者にインタビュー調査を実施した。調査対象の学歴は，博士 2

名，修士 17 名，学士１名である（表 5-2）。また，年齢は 20 代 5 名，

30 代 15 名。男性 11 名，女性 9 名である（表 5-3）。 

 

表 5-2 被調査者の学歴と性別一覧  

 

出所：インタビュー結果より筆者作成  

 

表 5-3 被調査者の年齢 

 

出所：インタビュー結果より筆者作成  

 

（2）インタビュー調査の内容  

 本調査では半構造化インタビューを採用した。また，コロナ禍のた

め，インタビューはオンラインで行った。東京，大阪，京都，福岡，北

海道の 5 地域で中国人労働者 20 名にインタビュー調査を実施し，質問

時間は，40 分から 1 時間程度であった。 

主な質問は以下である。  

①  この企業で何年間働いていますか。  

②  この企業を就職先として選んだ理由は何ですか。  

③  入社後に得られたメリットは何ですか。入社前と入社後で，仕事に

対する印象は同じでしたか。  

④  入社後，働く上で不満はありましたか。今はどうですか。  

⑤  今後のキャリア形成のイメージを教えてください。 

⑥  今後，転職や帰国の予定はありますか。  
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第 3 節 日本企業の人材育成と活用策 

（1）グローバル人材が企業を選択する要因  

20 名の被調査者のうち，19 名が「自分の研究内容と企業の業務内容

は合っています」と回答している。つまり，グローバル人材が就職す

る会社を選ぶ理由として，自分の研究の方向性と企業の業種内容の関

係が重視されると考えられる。また，企業が上場しているかどうかも

重要である。 

 

仮名 インタビューの内容  

A 氏 

まず，自分の研究方向と会社の業務内容が一致しています。ま

た，この会社は上場会社です。（中略）私は学部生と院生の時，ず

っとこの領域を研究していたので，就職の時に，この会社を選択

しました。①人間関係はすごく楽です。②労働条件がよかったで

す。③様々な権利が保障されています。  

B 氏 

この会社の業務内容と私の大学の専門はほぼ同じです。会社の

業務内容にも興味があります。やはり，自分はこの専門大好きで

す。 

C 氏 

実は就職する前に，この会社の業務内容を理解していました。

私の修士論文とこの会社の業務内容は通じるところがあります。

この会社は上場会社です。 

H 氏 
興味を持っています。大学の時，これについてずっと注目して

いましたが，大学院でもこれについて研究し，今でも好きです。 

S 氏 

前に，この会社でアルバイトをしていました。就職するとき，

直接この会社に履歴書を送って，正社員になれるよう希望しまし

た。この会社は，中小企業の中では入社後も比較的安定している

と思います。リストラのリスクはないと思います。  

 

次に，グローバル人材は年収，ボーナス，週休，有休などの要因を

重視しており，そのうち会社選択に影響を与える要因については，年

収と福祉制度が重視されていることがわかった。  

仮名 インタビューの内容  

C 氏 
この会社は大手で，その事業内容も理解していました。給料が

高いということで選択しました。  

E 氏 もちろん給料です。学生のときは毎月の家賃，その他生活費な



85 

 

ど中国の両親からもらっていました。卒業してからは，もちろん

自分で払っています。日本の生活費は高いです。  

G 氏 

会社の給料も重要ですが，休みの日が一番重要だと思います。

（中略）私は旅行が大好きなので，週末や休日などは日本の他の

都市へ行きたいです。仕事は人生の一部に過ぎません。  

J 氏 

会社の給料や福祉制度などが気になります。私は結婚してお

り，たぶんずっと日本に住み続けますが，将来，子どもを産むと

きに，中国から両親が来ない場合，会社の出産休暇は私にとって

重要になります。  

 

 

企業を選択する要因としては，仕事の内容に興味を持てるか，また，

仕事の内容に意義を見出せるかが挙げられた。  

仮名 インタビューの内容  

K 氏 

大学院の専攻は建築学です。中国の大学から日本の大学院まで

6 年間，ずっと建築の研究をしてきました。でも，卒業するとき，

「私は IT 業界で働きたい」と考えていました。大学院生のとき，

独学で IT に関する知識を身につけました。就職活動をして，IT

関係の会社に入社できました。うれしかったです。  

D 氏 

今の会社の仕事内容に意義を感じています。この会社は「非常

用設備」に関する会社です。今の仕事が人の役に立つと思うと，

とても嬉しいです。  

 

 

一方，他とは異なる関心を基に企業を選択する人もいる。20 人うち

１人が以下のように述べた。  

仮名 インタビューの内容  

L 氏 

私にとって，第一に興味，第二に仕事への挑戦性，第三に仕事

内容が私の今後の成長に役立つかです。第三について，IT の発展

は早いので，毎年新しい技術が開発されています。古い技術を使

っても，意味がないでしょう。  
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（2）グローバル人材の育成環境  

 次に，中国の高校や大学を卒業した後すぐに日本へ留学したグロー

バル人材として，日本で働いた経験のない人に着目し，グローバル人

材の育成する要因を検討した。  

①調査対象者の就労経験から分析した結果，企業はそれほどグロー

バル人材の育成を重視していないことが明らかになった。また，調査

対象者が会社で自ら少しずつ経験を積み重ねている実態も明らかにし

た。その他，上司または先輩がグローバル人材に経験を伝えている状

況も一定程度示された。  

 一方で，日系企業の仕事の手法や労働環境（例えば，人と人，仕事

と仕事のつながり，何度も繰り返し挑戦することなど）がグローバル

人材に成長するための環境を提供している。 

②これまでの調査データを見ると，グローバル人材は入社後に企業

の環境に適応できるよう自分を調整し，専門知識を習得したり仕事や

コミュニケーションの方法を学んだりするなど，様々な面で成長して

いる。 

 

仮名 インタビューの内容  

A 氏 学生から社会人になったことです。具体的な仕事のやり方を学

ぶとか，社会人として事前準備の重要性を意識するなど，だんだ

ん社会人らしくなってきました。学生時代の自分のわがままなや

り方と考え方は減っていると思います。  

I 氏 人生で最初の仕事ですが，個々の実務よりも，総合的な仕事の

やり方を学びました。また，日本と中国は仕事のやり方が違いま

す。日本の方は，謹厳な態度で，仕事の流れを厳格に守ります。

この会社には中国とアメリカに支社があって，仕事のやり方に大

きな違いがあります。日本の仕事に対する厳しい姿勢を学びまし

た。  

J 氏 入社後のことをイメージしたことはありません。うちの会社は

研修期間がないので，すぐに入社して，働きながら勉強します。

仕事はだんだん順調になってきました。  

F 氏 入社する前は，たくさん中国語を使うと思っていました。しか

し，入社後，自分の言語，主に母国語はほとんど使わなかったで

す。そして，専門用語がたくさんがあります。初めの頃は，仕事
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を進めるのが難しかったです。仕事内容ですが，購入部品の業務

推進はなかなか困難です。（中略）今はもう慣れてきたので，よか

ったです。  

R 氏 これまでの仕事を通じて得た最も大切な財産は，臨機応変に対

応する能力です。私はサービスセクションですが，全ての仕事は

自分で完成させ，会社は私を少し助けてくれる程度です。他は自

分でやるべきです。（中略）学生時代時にアルバイトをしていた

とき，私の先輩はやる気満々で，私もそれにつられてやる気満々

になりました。それはいい感じでした。そのような環境の影響を

受けて，私は早く成長したと思います。  

K 氏 入社から今まで，IT についてずっと独学です。入社後，会社の

上司や先輩などが，専門の知識を教えてくれたことは伊一度もあ

りません。（筆者：なぜそのような状況なの？）それは，私の先輩

も知らないそうです。私が教えてもらいたいことは，働き方や会

議での受け答えの仕方，上司との接し方や顧客とのコミュニケー

ションの方法，また，新入社員への指導方法などです。  

Q 氏 日本国内での業務の対応が私の仕事です。入社からこれまでの

期間で日本語のレベルは高くなりました。例えば，顧客の電話対

応業務，初めの頃は怖い感じで，顧客の話の内容は全然わからな

かったです。今は，業務に関する内容はほとんど理解しました。 

 

 

（３）グローバル人材の活用状況  

 グローバル人材の活用については，志向や能力によって，活用方法

が異なることが示された。  

例えば，以下のインタビューデータを基に分析すると，L 氏は挑戦意

欲が強く，仕事の効率も高い。複雑かつ困難な仕事のほうが L 氏に合

うと考えられる。P 氏と S 氏は，3 カ国語を話すことができるため，国

際業務または国際交流に関する仕事が合うと考えられる。 

ここから，グローバル人材は，入社前の志向と入社後の実務能力に

よって，適性を見極め，適切な仕事と環境を与えれば，人材は最大限

に能力を発揮することが明らかになった。 
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仮名 インタビューの内容  

L 氏 仕事の進度は遅いです。会社の管理効率も低いです。また，

自分の達成感がないです。仕事の難易度が低いです。挑戦もな

いです。たぶん中国人と日本人の働き方が違うのかな？  

D 氏 今は，電子部品についての知識を習得したいです。この方向

をもっと深く，細かく，ゆっくり勉強したいです。現在，自分

の能力不足を感じています。仕事内容は，大部分は把握してい

るけれども，ちょっと複雑で難しいことは，他の人の助けが必

要です。  

P 氏 入社後，大学の教科書で身につけた知識を仕事に運用して

います。私の専門と今の仕事の内容は同じで，学んだことをす

ぐに使えるので，よい感じです。言語については，我が社と海

外の会社に業務上の取引があって，英語または中国語が必要

です。私は日本語，英語，中国語ができますが，言語を使って，

仕事の効率を上げました。  

S 氏 将来は機会があれば，サービス業を辞めて，事務業に転職し

たいです。サービス業は大変です。実は，この会社の面接のと

きに，「国際事務課」に入りたいと伝えたんですが，うち会社

に入ると，1 年間はデパートのショップで勉強することになり

ます。今はコロナの影響で，ずっとショップで働いており，私

の希望と違います。私は日本語，韓国語，中国語ができます。

たぶん「国際事務課」のほうが合っていると思います。  

 

 

（４）グローバル人材が抱える仕事上の不満  

最も多い不満として，非効率的な「仕事の流れ」と過度に「ルール

を守る」という点が示された。次に，入社前の研修期間で，仕事に関

する内容を勉強しないことが挙げられた。新入社員と上司や先輩のコ

ミュニケーションに関することも挙げられた。  

こうした不満点を分析した結果，①グローバル人材と日系企業の違

和感解消，グローバル人材と日系企業の文化融合，②中小企業の研修

内容の改善，③上司や先輩による新卒とのコミュニケーション方法の

検討が必要と考えられる。  
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仮名 インタビューの内容  

A 氏 上からの指示が時々曖昧なときがあります。同じ仕事内容

を何回も繰り返し，最後に最初の提案あるいは企画に戻りま

した。無駄なことをよくすることが不満です。  

C 氏 一番はストレスです。毎日忙しいです。私の担当部門は仕事

の量が多くて，毎回の注文の値段は数億円ですが，大変です。

セクションの新卒人数は少なく，相対的に経験も少ないです。

コロナのせいでずっと在宅勤務で，研究などもしません。外部

研修もありません。また，先輩は年上ですが，外国人と交流し

た経験が全くないようです。当初は交流がとても難しかった

です。 1 年が経ち，前よりはよくなりました。  

I 氏 日本企業と外資企業は違います。日本の企業では，研修期間

に礼儀や会社のルール，福祉などを勉強しました。しかし，今

後の仕事の内容に関する研修はありませんでした。また，研修

では異なるセクションの新入社員と一緒でした。セクション

ごとに研修するほうがいいと思います。入社後，仕事内容と私

の専門が違うために，分からないことがたくさんありました。 

O 氏 不満について，たぶん日本人の形式化がひどいことだと思

います。形式にとらわれ過ぎます。簡単なことに長い時間をか

けます。効率はちょっと低いです。まあ，いいところもありま

す。過程の不注意を減らし，ミスの発生を未然に防ぐことなど

です。  

S 氏 うちの店長はとても厳しいです。細かいことを気にします。

仕事が丁寧過ぎます。（中略）そして交流する際にも不快感が

あります。私の希望は，先輩には必要な時だけ話し，その他の

時は静かにしていてほしいこと，私に成長できる環境を与え

てくれることです。  

T 氏 決定までの時間が長いです。例えば，会議では長い時間をか

けて決めます。実はとても簡単な問題なのに，それを複雑にし

ていると思います。たぶん中国人と日本人の考え方が違いま

す。  
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一方，一部の調査対象者は，今まで企業の仕事内容や周りの環境な

どに満足し，不満はないようであった。 

仮名 インタビューの内容  

J 氏 今は，会社の仕事や業務にも慣れました。会社の雰囲気も

いいし，同僚も優しいし，大きな問題もないです。  

 

 

（5）グローバル人材が望む今後のキャリア  

調査対象者 20 名のうち，7 名（35%）は転職の意向があり，2 名（10%）

は「分かりません」と回答した。11 名（55%）は「今の会社でこのまま

働く」や「今の働く環境は好きです」という回答である。調査対象者

のすべてが，今後のキャリアを重視していることが示された。  

 今回の調査によると，調査対象者の 55％は，「今の仕事に満足してお

り，仕事の経験や専門知識をもっと身につけたい」と回答している。  

 グローバル人材は，そのキャリア形成過程について，会社や仕事の

内容などから影響を受けることが示された。彼らは，これまで仕事を

してきた中で，何を向上させ，どの勉強をすべきか，総合的に考えて

いる。キャリアの形成途中に，企業から指導されているが，それがグ

ローバル人材の育成・活用に大きな作用をもたらしていることを明ら

かにした。 

 

仮名 インタビューの内容  

A 氏 仕事は必ずチームで行います。チームとは複数の人間から

なる集合体です。集合体で働く時に大切なのは，各メンバーと

の関係性を築く力です。キャリア形成ではこの人間関係や社

会関係を築く力が大事です。自分の現在の位置を理解するこ

とから始めます。「自分には何ができて，何ができないのか」

「自分は何が得意で何が苦手か」「自分は何が好きで何が嫌い

か」。正しい位置を理解した上で，目標までのギャップを明確

にします。現時点の社会の欲求を理解して，そこから目標とす

るキャリアプランに沿って行動します。そして，キャリアを形

成していく上で，計画を立て実行する力も必要です。しばらく

転職と帰国の予定はないです。  

C 氏 転職の予定はありますが，海外に関する仕事をしたいです。
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母国語（中国語）を使いたいです。私は，年齢が新卒より高く，

頭もそれほどよくないです。ただ，競争が激しいので，英語と

日本語をもっと勉強するつもりです。  

I 氏 今の会社は電子部品業で，私は主に車のチップを担当して

います。転職の計画があります。ただ，具体的な転職の方向は

まだ考え中です。車の企業に転職するか，同じ業種で今より大

きな企業に転職するか，まだ決めていません。今の会社は業績

達成へのプレッシャーが大きいです。しかし，同じ業界へ転職

するかもしれません。例えば，SONY など，同じ業界は少ない

ですが，競争のストレスが少ないと思います。また，部品の仕

事だと転職の機会はもっと多いです。転職を成功させるには，

自分の表現力を高める必要があると思います。また，専門知識

をもっと身につける必要があると思います。英語，専門用語を

もっと勉強したいです。  

 

 

第 4 節 まとめ 

 本章では，中小企業のグローバル化展開のために，外国人留学生・

グローバル人材の育成・活用に関する現状を研究し，そこでの問題点

を明らかにした。また，中小企業の在職グローバル人材を対象として，

就職活動する際の企業選択の要因と入社後のグローバル人材の現状を

分析することにより，グローバル人材の優位性を最大限に発揮するた

めの，グローバル人材の育成方法を明らかにした。  

インタビュー調査の結果は以下のとおりである。  

（1）グローバル人材の就職活動において，企業の選択理由には，自分

の研究方向，企業の業界順位，ボーナス，週休，有休，年収と福祉制

度が重視されていた。また，仕事の内容に興味を持てるか，仕事の内

容に社会的な意義が見出せるかも重要である。  

一方，他とは異なる関心を基に，企業を選択する人もいた。20 人の

うち 1 人が，「仕事への挑戦性と，仕事内容が今後の私の成長に役立つ

か」について関心を持っていると述べた。  

 

(2)グローバル人材育成について，本稿の調査対象は，中国の高校や

大学を卒業した後すぐに日本へ留学した外国人労働者である。日本で

働いた経験がない人に着目し，グローバル人材の育成要因を検討した。 



92 

 

調査対象者の就労経験から分析した結果，企業はそれほどグローバ

ル人材の育成を重視していないことがわかった。また，調査対象者が

会社で自ら少しずつ経験を積み重ねている実態も明らかにした。その

他，上司または先輩が外国人労働者に経験をつたえている状況も一定

程度示された。 

 一方で，日系企業の仕事の手法や労働環境（例えば，人と人，仕事

と仕事のつながり，何度も繰り返し挑戦することなど）がグローバル

人材に成長するための環境を提供しており，会社はグローバル人材の

育成に尽力している。  

これまでの調査データを見ると，グローバル人材は入社後に自分の

状態を調整し，専門知識を習得したり仕事やコミュニケーションの方

法を学んだりするなど，様々な面で成長している。 

 

（3）グローバル人材の活用については，志向や能力によって，活用

方法が異なることが示された。また，入社前の志向と入社後の実務能

力によって，適切な仕事と環境を与えれば，人材は最大限に能力を発

揮することを明らかにした。  

 

（4）働く上で最も不満な点としては，非効率的な「仕事の流れ」と

過度に「ルールを守る」ことが示された。また，入社前の研修期間に，

仕事に関する内容を勉強しないことを明らかにした。最後に，新入社

員と上司や先輩とのコミュニケーションについて，不満点を分析し，

①グローバル人材と日系企業の違和感解消やグローバル人材と日系企

業の文化融合，②中小企業の研修内容の改善，③上司や先輩による新

卒とのコミュニケーション方法の検討が必要であることが明らかとな

った。 

 

(5)今後のキャリアについて，調査対象者 20 名のうち 11 名（55%）

は「今の会社でそのまま働く」や「今の働く環境は好きです」と回答

した。すべての調査対象者が，今後のキャリアを重視している。今回

の調査により，調査対象者の 55％が，今の仕事に満足しており，仕事

の実務や専門知識についてもっと勉強したいと考えていることが明ら

かになった。 

 グローバル人材は，そのキャリア形成過程について，企業や仕事の

内容などから影響を受けることが示された。彼らは，これまで仕事を
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してきた中で，何を向上させ，どの方面の勉強をすべきか総合的に考

えている。キャリアの形成途中に，企業から指導されているが，それ

がグローバル人材の育成・活用に大きな作用をもたらしていることも

明らかになった。 
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第Ⅵ章 中小企業におけるグローバル人材の活用に向けて 

       

 

第１節 はじめに  

 近年，少子高齢化による人口減少が進む状況において，外国人労働

者の受入問題は日本にとって重要な検討課題となっている。そこでは，

高度人材の必要性が高まっており，こうした人材の確保が課題となっ

ている。くわえて，外国人労働者の増加により，多くの企業でグロー

バル人材の育成と活用が企業の発展に欠かせない課題の一つとなって

いる。本論文では，外国人労働者の雇用ならびに就職状況の現状を踏

まえ，日本における高度外国人材の現状を把握すべく，雇用・就職に

関連する政策の更新が高度外国人材に与える影響を検討した。第Ⅰ章

では日本における外国人労働者受入れに関する政策について，主に，

高度外国人材を事例として，その現状と課題について明らかにした。

第Ⅱ章では，先進諸外国の受入れ政策として，ドイツとフランスの政

策について分析し，中小企業のグローバル化に必要な政策について検

討した。第Ⅲ章ではグローバル人材の育成・活用に関する現状を検証

し，そこでの問題点を明らかにした。第Ⅳ章では，中小企業における

グローバル人材の獲得についてのアンケート調査を実施し，その結果

について分析を行った。次いで，グローバル人材の企業の選択要因を

明らかにし，企業に対して人材獲得における手段の改善を提案した。

第Ⅴ章では，外国人材獲得後の中小企業において，外国人労働者に対

してどのような人材マネジメント手法が企業の人材育成に有効なのか

について検証した。  

これらの結果を受けて，本章では，中小企業におけるグローバル人

材の活用に向けて，有効な日本の外国人労働者の政策を検討するとと

もに，外国人労働者の獲得・育成と活用策について提示する。また，

グローバル人材の受入れ政策ならびに，その活用策についても提案す

る。 

 

第 2 節 企業の人材獲得についての改善策 

第Ⅳ章に示したアンケート調査の結果では，グローバル人材は高い

年収や企業内での外国人社員の在職人数が多いことをそれほど重視し

ておらず，グローバル人材の少ない中小企業にとっても人材の獲得た

めのチャンスがあることが明らかになった。また，修士以上のグロー
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バル人材は就職後の在留資格の種類に関する条件を重視していること

から，学歴によって，人材獲得の手段や要件などアプローチを変える

ことが必要である点を明らかにした。また，インタビュー調査の結果

から，グローバル人材の就職活動においては，会社の選択理由として，

自分の研究方向，会社の業界順位，年収が重視されていた。また，仕

事の内容に興味を持てるか，仕事の内容に社会的な意義が見出せるか

についても重要であることがわかった。さらに，在職中のグローバル

人材は仕事内容が今後の自身の成長に役立つかについて関心を持って

いることが明らかになった。  

以上の結果を受けて，筆者は日本企業のグローバル人材を採用の取

り組みにおいて以下の３点について改善策を提示したい。  

 

①  福利厚生・ワークライフバランスの重視  

グローバル人材は会社の業種，企業の知名度，企業内で外国人社員

の在職人数が多いことはそれほど重視していない。これはグローバル

人材が少ない中小企業にとって，採用が不利にならないことを指摘で

きる。また，大半のグローバル人材がインターネットから求人情報を

入手しており，中小企業にとっても自社の良い就職条件（例えば，具

体的な業務内容の公開）をインターネットを通じて知ってもらうこと

ができれば，グローバル人材に情報が届き，雇用できる可能性が高い。 

 

②  在留資格取得へのサポートの充実  

就職活動の経験があるグローバル人材は，就職活動に際して外国人

の採用に実績があり，福利厚生が充実し，就職後の在留資格の種類，

仕事の内容，職場環境や社風が合う条件を重視することが明らかにな

った。一方，外国人社員の在職人数が多いことや，自分の能力を高め

キャリアアップにつながる点については重視しないことが示された。

ここから，企業にとっては，グローバル人材に求人する際に，就職後

の在留資格の種類と外国人の採用実績が注目されることが重要である

ことがわかる。一方，在職中のグローバル人材に対しては，残業が少

なく，休暇が取れるなどのワークライフバランスや，希望する勤務地

で働くこと，外国人の採用に実績があり自分のやりたい仕事ができる

ことを重視している。そのため，残業を少なく，勤務地を選べるよう

にして，自分のやりたい仕事ができるように考慮すれば，グローバル

人材を雇用できる可能性が高いことを指摘できた。  
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③  学歴別の異なる対応策の実施  

学歴と就職先を決める要素について，学士のグローバル人材は，企

業規模が大きく，グローバルな仕事ができることをあまり重視してお

らず，企業の成長可能性を重視する傾向が明らかになった。一方，修

士以上のグローバル人材は，就職後の在留資格の種類，職場環境や社

風が合う，仕事と家庭が両立できることを重視することがわかった。

企業がグローバル人材を獲得する時には，学歴に対して異なる就職条

件を示すことが必要である。  

 

第 3 節 企業の人材育成・活用についての対応策  

（1）グローバル人材育成のための労働環境  

第Ⅴ章では，中国の高校や大学を卒業した後すぐに日本へ留学した

グローバル人材を対象に，なかでも日本で働いた経験がない人に着目

し，企業の人材育成の取り組みを検討した。グローバル人材の就労経

験を分析した結果，企業はそれほど人材育成を重視していないことが

わかった。一方で，グローバル人材は企業で自ら少しずつ経験を積み

重ねている実態も明らかにした。その他，上司または先輩がグローバ

ル人材に経験を伝えている状況も一定程度示された。  

 また，日系企業の仕事の手法や労働環境（例えば，人と人，仕事と

仕事のつながり，何度も繰り返し挑戦することなど）がグローバル人

材を成長させるための環境となっていることも明らかとなった。以上

を踏まえると，企業はグローバル人材の育成に尽力していると考えら

れる。これまでの調査データを見ると，グローバル人材は入社後に自

分の状態を調整し，専門知識を習得したり仕事やコミュニケーション

の方法を学んだりするなど，様々な面で成長している。  

 

（2）グローバル人材の活用についての対応策  

日本企業はグローバル人材の志向や能力に基づいて，適切な活用が

できている企業とそうでない企業に分かれることが示された。例えば，

第Ⅴ章のインタビューデータを基に分析すると，L 氏は挑戦意欲が強

く，仕事の効率も高く，複雑で困難な仕事のほうが L 氏に合うと考え

られるが，そのような部署に就いておらず，不満を抱えていた。P 氏と

S 氏は，3 カ国語を話すことができるため，国際業務または国際交流に

関する仕事に就いていた。ここから，グローバル人材について，企業

はどのように活用すればよいかさらなる検討が必要であり，入社前の
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個人の意向と入社後の実務能力によって，適切な仕事と環境を与えれ

ば，人材は最大限に能力を発揮することが明らかになった。    

一方，グローバル人材が働く上で最も不満な点としては，非効率的

な「仕事の流れ」と過度に「ルールを守る」ことが明らかとなった。

また，入社前の研修期間に，仕事に関する内容を勉強しないことが不

満につながっていることがわかった。新入社員と上司や先輩とのコミ

ュニケーションについては， ①グローバル人材と日系企業の違和感解

消やグローバル人材と日系企業の文化融合，②中小企業の研修内容の

改善，③上司や先輩による新卒とのコミュニケーション方法の検討が

必要となること点が明らかとなった。 

 

（3）グローバル人材が望む今後のキャリア  

第Ⅴ章の調査では，グローバル人材の約半数が「今の会社でそのま

ま働く」や「今の働く環境は好きです」と回答した。また，すべての

グローバル人材が今後のキャリアを重視している。今回の調査により，

グローバル人材の約半数が今の仕事に満足しており，仕事の実務や専

門知識についてもっと勉強したいと考えていることが明らかになった。 

 グローバル人材は，そのキャリア形成過程について，企業や仕事の

内容などから影響を受けている。彼らは，これまで仕事をしてきた中

で，何を向上させ，どの方面の勉強をすべきか総合的に考えている。

キャリアの形成途中に，企業から指導されているが，それがグローバ

ル人材の育成・活用に大きな作用をもたらしていることも明らかにな

った。 

 

第 4 節 グローバル人材受入れ政策の検討 

 外国人労働者受入れに関する政策について，ドイツやフランスでは

日本より早くから高齢化が進むため，労働力不足と世界経済危機以降

の景気回復期における技能人材不足が課題となっており，高度外国人

材の受入れを積極的に促進している。欧州においては，「選択的な移民」

政策を背景に，高学歴，高度な資格，専門的な職業経験を有する「専

門外国人材」を積極的に受入れる方針をとっている。本章では，中小

企業のグローバル化に向けて，先進外国ドイツ・フランスにおける外

国高度人材の受入れ政策と日本の受入れ政策を比較・分析した第Ⅰ章

と第Ⅱ章の結果を受けて，日本の外国人労働者受入れ政策について，

あらためて以下６点の改善点とそれを踏まえた，活用策を指摘したい。 



98 

 

（1）外国人労働者における受入れ政策の改善点  

①  「法務大臣が告示で定める大学」について，告示リスト以外の大

学院留学生のなかで，高い専門技術を持つ外国人材がいる場合は，

特別加算対象大学（海外大学を含む）として，拡大することが望

ましい。 

②  母国で就職した後，日本または海外に留学した外国人に対しては，

年齢範囲を拡大することが望ましい。  

③  フランスは最大 4 年間有効で，複数年滞在が可能な「才能パスポ

ート」居住許可が発行されることであった。日本の人手不足に関

する業種に就職する場合，専門技能や知識を有していれば，外国

人の学歴に関わらず，専門技能の分野によって，文科と理工科ビ

ザの種類を別に設定し，資格試験などを行い，在留資格や定住な

どに係る法の要件を緩和することが望ましい。  

④  企業におけるグローバル業務を発展するために日本語以外（母語

以外）の能力を有する者への加算措置をすることが望ましい。例

えば，一定の水準の英語，中国語，フランス語，ドイツ語など語

学能力試験を合格する場合，加算することができる。  

⑤  ドイツは学士以上の専門技能を持つ，国内労働者の労働条件と同

等で給与水準であった。この政策により，日本の「高度人材ポイ

ント制」と「特別高度人材制度」が必要とする年収の条件が高く，

その条件をクリアできる外国人労働者は非常に少ないと考えら

れる。そのため，高度人材の現状によって，加算限定を判定する

ルールを新たに設置することが望ましい。  

⑥  「社会統合の必要性」について，ドイツとフランスは語学教育を

受講しなければならない。これと同様に，日本の高度人材ビザを

持つ家族に対しては，言語・社会科コースなどを提供されている

ことが望ましい。 

 

（2）グローバル人材受入れ政策の活用策  

欧州各国では「EU ブルーカード法」や「EU 第 5 次拡大による東欧諸

国の加盟」のように EU 諸国の入国を許可する制度を実施している。こ

のように，日本の場合も，国家間ではないが，都道府県間での転職や，

大都会から小さな町に就職・転職する際には，「高度人材ポイント制」

のポイント加算が可能になるような，制度変更が有効と考えられる。    

また，中小企業の人材不足解消のために，一部の中小企業に就職す



99 

 

る場合はポイント加算が可能になるような制度の変更が必要と考えら

れる。第Ⅳ章のアンケート調査の結果にみられたように，グローバル

人材は企業の勤務地の選択には関心が低い。このため，大都市以外の

中小企業にとっても，高度人材の獲得・採用ためのチャンスがある。  

また，第Ⅳ章のアンケート調査結果では，希望する勤務地について，

日本学生の方が最も重視し，グローバル人材の中では在職中の人々の

みが重視している。新卒のグローバル人材も就職先の地域の選択肢が

広い点を指摘できる。  

以上のように，グローバル人材への受入れ政策を修正すれば，中小

企業において人手不足を改善することができると考える。 
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おわりに 

 

本稿は，中小企業におけるグローバル人材の活用に向けて，有効な

日本の外国人労働者の政策を検討するとともに，外国人労働者の獲得・

育成と活用策について提案した。  

企業の人材獲得手段の改善策については，①就職活動経験の有無，

②在留資格取得状況，③学歴の 3 つの観点から，グローバル人材が日

本企業に就職する際に重視する要件ならびに企業の人材獲得手段につ

いてアンケート調査を実施し，その結果に基づき改善策を提案した。

第一に，就職先を決めるにあたって重視している要素については，福

利厚生・ワークライフバランス，在留資格取得へのサポートの充実で

あり，高い年収や外国人社員の在職人数はそれほど重視していないこ

とがわかった。そのため，中小企業においても，インターネットを用

いて自社の良い就職条件を公表すれば採用の可能性が高いことがわか

った。第二に，就職活動の経験があるグローバル人材は，外国人採用

の実績，仕事内容，職場環境や社風が合う条件を重視するが，在職中

のグローバル人材は，残業の少なさや，勤務地の選択可能性を重視し

ており，異なる傾向がみられた。次に学歴別にみると，学士は企業の

成長可能性が高い企業に注目し，企業規模やグローバルな仕事に対し

ては関心が低いが，修士以上は在留資格の種類，職場環境と社風，仕

事と家庭の両立についての条件を重視することがわかった。ここから，

企業は人材獲得時に就職経験や学歴別に雇用条件をマッチングするこ

とが必要であることが明らかになった。  

企業の人材育成・活用の対応策については，企業はそれほどグロー

バル人材の育成を重視していないが，グローバル人材が企業で自ら少

しずつ経験を積み重ねている実態が明らかにした。実態は企業の仕事

の手法や労働環境（例えば，人と人，仕事と仕事のつながり，何度も

繰り返し挑戦することなど）がグローバル人材に成長するための環境

を提供しており，企業側は意識していないもののグローバル人材の育

成に尽力していると考えられる。また，これまでの調査データを見る

と，外国人労働者は入社後に自分の状態を調整し，専門知識を習得し

たり仕事やコミュニケーションの方法を学んだりするなど，様々な面

で成長していることが示された。  

一方，グローバル人材は個人の意向や能力によって，また企業によ

ってその方法が異なることが示された。また，入社前の個人の意向と
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入社後の実務能力によって，適切な仕事と環境を与えれば，人材は最

大限に能力を発揮することを明らかにした。働く上で最も不満な点と

しては，非効率的な「仕事の流れ」と過度に「ルールを守る」ことが

示された。また，入社前の研修期間に，仕事に関する内容を勉強しな

いことを明らかにした。最後に，新入社員と上司や先輩とのコミュニ

ケーションについて， グローバル人材と日系企業の違和感解消やグロ

ーバル人材と日系企業の文化融合，中小企業の研修内容の改善，上司

や先輩による新卒とのコミュニケーション方法の検討が必要であるこ

とを示された。 

グローバル人材は，そのキャリア形成過程について，これまで仕事

をしてきた中で何を向上させ，どの方面を勉強すべきかを総合的に考

えている。キャリアの形成途中に，会社から指導されているが，それ

がグローバル人材の育成・活用に大きな作用をもたらしていることも

明らかになった。 

また，外国人労働者における受入れ政策の改善点については，高い

専門技術を持つ外国人材として，①特別加算対象大学（海外大学を含

む）の拡大すること，②年齢範囲を拡大すること，③文科と理工科の

ビザ種類を別に設定し，資格試験などを行い，在留資格や定住などに

係る法の要件を緩和すること，④日本語以外（母語以外）の能力を有

する者への加算措置をすること，⑤家族に対して，言語・社会科コー

スなどを提供されていることが望ましいと考えられる。  

グローバル人材受入れ政策の活用策について，第Ⅳ章のアンケート

調査結果により，希望する勤務地について，日本学生の方が最も重視

し，グローバル人材の中で在職中のみが重視している。さらに，新卒

グローバル人材にとして，就職活動をする際に，企業の勤務地は関心

を低い点がわかった。つまり，グローバル人材は就職企業の地域の選

択肢が広がること指摘された。また，第Ⅱ章のドイツとフランスにお

ける「EU ブルーカード法」や「EU 諸国の入国を許可する制度」を基づ

いて，グローバル人材は都道府県での転職や，大都会から小さな町に

就職・転職して，「高度人材ポイント制」のポイント加算が可能になれ

ば，勤務地で大都市に以外，グローバル人材の少ない中小企業にとっ

ても，高度人材の獲得・採用ためのチャンスがあることを指摘できる。 

最後に，今後の課題を以下に示す。2022 年度「外国人雇用状況」の

国籍別ではベトナムが全体の 46 万人と 25.4％を占めている。次に，

中国 38 万人（21.2%），フィリピン 20 万人（11.3%）の順となっている。
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ここからわかるように，本稿のアンケート調査対象の国籍は中国とベ

トナムのみであり，さまざまな国籍の人々を調査することが必要と考

えられる。また，第Ⅳ章と第Ⅴ章は，グローバル人材にアンケート調

査とインタユー調査を実施した。企業ではどのような獲得・育成と活

用を行なっているのかを明らかにするために，今後は，企業側へのイ

ンタビュー調査が必要と考える。 
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外国人労働者の就職活動に関する調査 

 

問 1 あなたの性別をご記入ください。  

1.男性          2.女性 

 

問 2 あなたの国籍をご記入ください。  

1.中国       

2.韓国        

 3.台湾  

4.タイ        

 5.ネパール       

6.ベトナム  

7.インドネシア   

 8.マレーシア      

 9.その他（         ）  

 

問 3 あなたの年齢をご記入ください。  

1. 16 歳～19 歳     

2. 20 歳～29 歳      

3. 30 歳～39 歳  

4. 40 歳～49 歳    

 5. 50 歳～59 歳    

 6. 60 歳以上  

 

問 4 あなたの日本での最終学歴をご記入ください（在学中を含む）。  

1.高等学校      

 2.専修各種学校      

 3.短期大学  

4.大学      

5.大学院修士課程    

6.大学院博士課程（学位未取得）   

7.大学院博士課程（学位取得）         

 8.その他（        ）  
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＜【問５】は、【問４】で「大学」「大学院修士課程」「大学院博士課程（学

位未取得）」「大学院博士課程（学位取得）」と答えた方にお聞きします＞  

 

問５ あなたの主な専攻分野をご記入ください。  

 1.人文科学：文学、哲学、言語学、歴史学、心理学など  

2.社会科学：法学、政治学、経済学、経営学、社会学、商学など  

3.理学：数学、物理学、化学、生物学、地学など  

4.工学：機械工学、電気通信工学、土木建築工学、情報工学、航空工学など  

5.農学  

6.医学、歯学   

 7.薬学  

8.保健：保健衛生、スポーツ・健康医学など  

9.家政、食物、被服、住居学など  

10.教育学  

11.芸術：美術、デザインなど  

12.看護、福祉、保育  

13.その他（            ）  

 

問 6 日本での滞在年数は何年ですか。  

1. 3 ヶ月未満    

 2. 3 ヶ月以上～ 6 ヶ月未満  

3. 6 ヶ月以上～ 1 年未満 

4. 1 年以上～ 2 年未満  

5. 2 年以上～ 4 年未満  

6. 4 年以上～ 6 年未満 

7. 6 年以上～ 8 年未満  

8. 8 年以上  
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問 7 あなたは企業から内定をもらっていますか。  

1.現在働いている。  

2.就職活動をした結果、内定をもらえた。  

3.就職活動をしたが、内定をもらえていない。  

4.これから就職活動を行う予定である。    

5.就職活動を行わなかった。（行う予定はない）  

 

 

問 8 あなたが就職活動した（する）ときに、利用した（する予定）の企業

情報入手経路をご記入ください（回答はいくつでも可）  

1.インターネットの求人情報サイト  

2.志望企業の HP からの情報  

3.大学の就職部等への求人票・チラシ・ポスター  

4.民間企業が主催する合同会社説明会  

5.志望企業で実施している会社説明会やセミナー  

6.大学が主催する合同会社説明会  

7.志望企業の会社案内やパンフレット  

8.採用選考の面接での情報  

9.公的機関が主催する合同会社説明会  

10.求人情報誌・新聞広告・フリーペーパー  

11.OB・OG からの選考とは無関係な面談での情報  

12.インターンシップによる体験  

13.縁故・紹介  

14.その他（        ）  
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問 9 あなたが、就職先を決めるにあたって重視している要素をご記入くだ

さい。全ての項目について、「１：全く重要ではない」から「５：とても重

要である」でお答えください。（それぞれ○はひとつ）  

 

全
く
重
要
で
は
な
い 

あ
ま
り
重
要
で
は
な

い 
ど
ち
ら
と
も
い
え
な

い 

や
や
重
要
で
あ
る 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

1.企業の知名度が高い、ブランドイメージがよい。  1 2 3 4 5 

2.企業規模が大きく、安定性している。  1 2 3 4 5 

3.企業の成長可能性。  1 2 3 4 5 

4.年収が高い。  1 2 3 4 5 

5.福利厚生が充実している。  1 2 3 4 5 

6.残業が少なく、休暇が取れるなどのワークライフバラン

ス。 
1 2 3 4 5 

7.仕事と家庭が両立できる。  1 2 3 4 5 

8.外国人の採用に実績がある。  1 2 3 4 5 

9.企業内で外国人社員の在職人数が多い。  1 2 3 4 5 

10.希望する勤務地で働ける。  1 2 3 4 5 

11.仕事の内容に興味・関心を持てる。  1 2 3 4 5 

12.職場環境や社風が合う。  1 2 3 4 5 

13.グローバルな仕事ができる。  1 2 3 4 5 

14.自分の能力を高めキャリアアップにつなげられる。  1 2 3 4 5 

15.自分のやりたい仕事ができる。  1 2 3 4 5 

16.就職したい会社の業種。  1 2 3 4 5 

17.就職後の在留資格の種類。  1 2 3 4 5 

 

問 10 就職活動についてのご意見などがありましたら、ご自由にお書きく

ださい。  

 

質問は以上です。アンケートにご協力いただき、ありがとうござい

ました。  
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